
 

27 条－9 

 

第 27－2 図 固体廃棄物作業建屋 1 階のエリア図 

 

 

第 27－3 図 第６給水加熱器等仕分け・切断時の 

固体廃棄物作業建屋 1 階作業エリアのイメージ図 
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27 条－10 

 
【不燃性雑固体廃棄物の搬入】 

①不燃性雑固体廃棄物を詰めたドラム缶等を，固体廃棄物貯蔵庫又は各建屋の作業場から車両で「搬
出入エリア」へ搬入 

    ↓ 
②フォークリフトで荷降ろし，仮置き 

【仕分け，切断】 

③台車で「仕分け・切断作業エリア」へ移動 
（各建屋の作業場から連絡通路を使用して搬入した廃棄物を含む） 

    ↓ 
④ドラム缶等を開放し，内容物を取り出して，仕分け，切断作業実施 

・「仕分け・切断作業エリア」内の区画された作業場で作業実施時は，高性能粒子フィルタ付き局
所排風機を使用 

・プラズマ切断機使用時，アスベスト含有物取扱い時は，独立した区画の作業場を使用 

【仕分け，切断後の処理】 

⑤仕分け，切断した不燃性雑固体廃棄物をドラム缶等へ封入，重量測定，仮置き 
    ↓ 

⑥連絡通路を使用し，台車で雑固体減容処理設備へ移動 
（「搬出入エリア」から車両で雑固体減容処理設備へ移動する場合もある） 
 
⑦溶融処理対象外の鉛製品等は，ドラム缶等の容器に詰め，汚染管理区域境界へ移動 

↓ 汚染管理区域と汚染のおそれのない管理区域の境界で，容器表面の放射性物質密度 
及び空間線量率の測定を実施し，「搬出入エリア」へ移動 

⑧搬出サーベイを実施後，フォークリフトで車両に積載し，固体廃棄物貯蔵庫へ搬出 
〔管理区域境界で運搬車両の空間線量率測定を実施〕 

【圧縮減容処理】 

⑤’仕分け，切断した不燃性雑固体廃棄物のうち圧縮処理するものは，圧縮用ドラム缶に封入し圧縮
減容処理し，圧縮減容した圧縮体をドラム缶等へ封入，重量測定，仮置き 

    ↓ 
⑥’圧縮減容した圧縮体のうち，そのまま固型化材（モルタル）を充填してドラム缶内に固型化する

場合は，連絡通路を使用し，台車で廃棄物処理建屋へ移動 
（「搬出入エリア」から車両で廃棄物処理建屋へ移動する場合もある） 

     
⑦’固体廃棄物貯蔵庫にて貯蔵保管する場合は，汚染管理区域境界へ移動 

↓ 汚染管理区域と汚染のおそれのない管理区域の境界で，容器表面の放射性物質密度 
及び空間線量率の測定を実施し，「搬出入エリア」へ移動 

仕分け，切断後の処理の⑧と同様  

第 27－4 図 不燃性雑固体廃棄物の仕分け・切断作業及び圧縮減容処理の流れ
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27 条－11 

 

【第６給水加熱器処理主要フロー】 

①トレーラにて保管容器ごと搬出入エリアへ搬入 
    ↓②取り外し可能壁 取り外し 

③エアーパレットにて保管容器ごと仕分け・切断作業エリアへ移動 
    ↓④取り外し可能壁 復旧 

⑤保管容器半割り，上半部切断処理 → 【切断片処理主要フローへ】 
    ↓ 

⑥給水加熱器吊りだし，切断処理 → 【切断片処理主要フローへ】 
    ↓ 

⑦保管容器下半部切断処理 → 【切断片処理主要フローへ】 
 
⑤～⑦において，切断物はクリーンハウスを設置して行う。また，大物切断物の移動に天井クレーン

を使用する際は，仕分け・切断作業エリアの天井部に設けられたハッチを開放することとなるが，開放
している期間には，仕分け・切断作業は行わず，当該ハッチ復旧後に実施する。 

【切断片処理主要フロー】 

⑧廃棄物収納場で切断片を鉄箱へ収納し，重量測定 
    ↓ 

⑨廃棄物収納容器置き場へ移動，仮置き 
    ↓ 

⑩搬出用サーベイ（固体廃棄物貯蔵庫へ搬出するもの） 
    ↓汚染管理区域境界へ移動，汚染管理区域と汚染のおそれのない管理区域の境界で，容器表面

の放射性物質密度及び空間線量率の測定を実施し，「搬出入エリア」へ移動 
⑪固体廃棄物貯蔵庫へ搬出又は廃棄物処理建屋へ搬出 
    （固体廃棄物貯蔵庫への搬出前に搬出入エリアで運搬車両の空間線量率を測定） 

【圧縮減容処理フロー】 

①’不燃性雑固体廃棄物を詰めたドラム缶等を，固体廃棄物貯蔵庫から車両で 
「搬出入エリア」へ搬入，圧縮減容処理エリアに移動し，圧縮減容処理を実施 

②’切断した給水加熱器のうち圧縮可能なものは，圧縮用ドラム缶に封入し圧縮減容処理を実施 
    ↓ 

③’圧縮減容した圧縮体をドラム缶等へ封入，重量測定，仮置き 
    ↓ 

切断片処理主要フローの⑩，⑪と同様  

第 27－5 図 第６給水加熱器等の仕分け・切断作業及び圧縮減容処理の流れ 
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27 条－12 

第 27－6 図 第６給水加熱器等の仕分け・切断作業時の固体廃棄物作業建屋内

レイアウト概念図
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27 条－13 

2.2 設置許可基準規則第二十七条第１項第１号について 

既許可では，圧縮減容装置を設置する固体廃棄物作業建屋は，放射性気体廃

棄物，放射性液体廃棄物の処理施設に該当しないため，本号は適合対象外とし

ている。圧縮減容装置の導入後においても，放射性気体廃棄物，放射性液体廃

棄物の処理施設に該当しないことは同様であり，本号は適合対象外である。 

【二十七条－参考 5】 

ただし，既許可においては，廃棄物処理建屋排気口から放出される放射性物

質による周辺監視区域外の空気中の放射性物質の濃度等を安全審査資料におい

て，評価している。そのため，圧縮減容装置の設置時においても同様の評価を

実施する。 

廃棄物処理建屋排気口から放射性物質を放出する系統は，雑固体廃棄物焼却

設備等を放出源とする廃棄物処理建屋排気系と，固体廃棄物作業建屋の換気を

行う固体廃棄物作業建屋換気系の 2 系統であり，既許可では当該 2 つの系統に

より周辺監視区域の外の空気中の放射性物質の濃度を十分に低減できるよう設

計している。 

以下では，それぞれの系統について圧縮減容装置の設置時における設計方針

等について説明する。 

固体廃棄物作業建屋及び廃棄物処理建屋換気系の系統概略図を第 27－7 図に

示す。 

【二十七条－参考 6】 
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27 条－14 

 

 

第 27－7 図 固体廃棄物作業建屋及び廃棄物処理建屋換気系 系統概略図 
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27 条－15 

(1) 廃棄物処理建屋排気系 

 既許可における設計方針等 

  既許可における，廃棄物処理建屋排気系を経て廃棄物処理建屋排気口より

放出される放射性物質は，以下のとおり無視できる程度であることを確認し

ている。 

  廃棄物処理建屋排気系での可燃性雑固体廃棄物の焼却処理に伴う排気は，

セラミックフィルタ及び高性能粒子フィルタを通し廃棄物処理建屋排気口か

ら放出する設計としている。この設計により，廃棄物処理建屋排気口からの

放射性物質は高性能粒子フィルタ等により除去されるため，廃棄物処理建屋

排気口より放出される放射性物質は無視できる程度としている。 

【二十七条－参考 7】 

【二十七条－参考 8】 

 

 圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

  圧縮減容装置は固体廃棄物作業建屋に設置し，圧縮減容装置から放出され

る放射性物質は，固体廃棄物作業建屋換気系を経て廃棄物処理建屋排気口よ

り放出される。固体廃棄物作業建屋換気系と廃棄物処理建屋排気系は廃棄物

処理建屋排気口に至る前に合流するものの，廃棄物処理建屋排気系の設計に

悪影響を与えない設計とする。 
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27 条－16 

(2) 固体廃棄物作業建屋換気系 

 既許可における設計方針等 

既許可において，固体廃棄物作業建屋からの放出による周辺監視区域外の

空気中濃度は，無視できる程度であることを以下のとおり評価しており，添

付書類九の平常時被ばくの評価には含めていない。 

【二十七条－参考 9】 

評価条件を第 27－2 表に示す。 

不燃性雑固体廃棄物等に含まれる放射性物質として，1 次系機器，配管等

の構成材料の一部が不純物として溶出し，原子炉内で放射化され生成する腐

食生成物及び燃料から１次冷却材中に漏えいした微量の核分裂生成物があ

るが，核種の半減期を考慮すると，各々Co-60 と Cs-137 が主要な核種とな

る。さらに東海発電所の不燃性雑固体廃棄物も扱うことから，これらに Sr-

90，全αを加えて主要な粒子状物質の核種とする。また，揮発性物質の核種

としては，H-3 と C-14 を想定している。評価対象核種を以下に示す。 

  ○粒子状放射性物質（Co-60，Cs-137，Sr-90，全α） 

  ○揮発性放射性物質（H-3，C-14） 
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27 条－17 

第 27－2 表 評価に用いた条件 

項目 評価条件 説明 

ドラム缶の年間

処理本数 
6,400 本 年間予定処理本数 

取扱い放射能量 第 27－8 図 
二十七条－参考 10 のとおり算出 

取扱い対象廃棄物：東海，東海第二 

建屋フィルタの

補集効率 
0.999 

固体廃棄物作業建屋内排気フィルタユニットの設

計値 

放出期間 
年間 356 日 

（1 日当たり 24 時間） 
365 日，24 時間作業を行うと想定 

移行率 
粒子状：4.0×10－３ 

揮発性：8.0×10－３ 

廃止措置工事環境影響評価ハンドブック（第 3 次

版 財団法人 電力中央研究所）における設定値 

相対濃度 

3.0×10－１１s／cm３ 

（右記による計算結果 2.7×

10－１１s／cm３を保守的に 3.0

×10－１１s／cm３に切り上げ) 

気象データ ：1981 年度 

放出高さ  ：地上高さ（有効高さ 0m） 

累積出現頻度：小さい方から 97％ 

評価点   ：廃棄物処理建屋排気口（放出点）の

風下方位北側約 900m（人の居住を考

慮した評価点（隣接事業所を含む周

辺監視区域境界）のうち，放出点か

ら海側を除く風下方位の中で相対

濃度が最大となる評価点） 

呼吸率 22.2m３／d 

成人の呼吸率（発電用軽水型原子炉施設周辺の線量

目標値に対する評価指針参照） 

本評価では小児の甲状腺に蓄積しやすい傾向を持

つよう素を対象核種としておらず，被ばく評価にお

いて保守的な結果となるよう，小児に比べ呼吸率の

高い成人の呼吸率を用いた。 

呼吸摂取による

実効線量 

換算係数 

Co-60 ：1.7×10－２μSv／Bq 

Cs-137：6.7×10－３μSv／Bq 

Sr-90 ：7.7×10－２μSv／Bq 

全α ：6.3×10２μSv／Bq 

H-3  ：1.8×10－５μSv／Bq 

C-14 ：5.8×10－４μSv／Bq 

核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する

規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示

（ICRP Pub68)参照（H-3 及び C-14 については，水

分を含有している可能性を考慮し換算係数を設

定） 

全α核種は，対象核種のうち呼吸摂取による被ばく

が最も厳しく評価される核種（Ac-227）の換算係数

を設定 

【二十七条－参考 10】 

【二十七条－参考 11】 

評価の結果，第 27－8 図のとおり，周辺監視区域外の空気中濃度は，無視

できる程度である。  
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27 条－18 

圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

圧縮減容装置による圧縮減容に伴い固体廃棄物作業建屋換気系の排気中に

放射性物質が一部移行することとなるため，放出する放射性物質の濃度が十

分に低減でき無視できる程度であることを以下の評価により確認する。 

評価条件を第 27－3 表に示す。 

第 27－3 表 評価に用いた条件 

項目 評価条件 説明 

ドラム缶の 

年間処理本数 
1,500 本 年間予定処理本数 

取扱い放射能量 第 27－8 図 
二十七条－参考 10 のとおり算出 

取扱い対象廃棄物：東海第二 

建屋フィルタの

補集効率 
0.999 固体廃棄物作業建屋内排気フィルタユニットの設計値 

放出期間 年間 250 日（1 日当たり 6 時間） 
1 日 6 時間（休憩等の時間を除く）で年間 250 日作業する

と想定 

移行率 1 

既許可の評価に用いた廃止措置工事環境影響評価ハンド

ブックは圧縮減容処理に相当する移行率の記載がないた

め保守的に全量移行と仮定 

相対濃度 

3.0×10－１１s／cm３ 

（右記による計算結果 2.8×10

－１１s／cm３を保守的に 3.0×10

－１１s／cm３に切り上げ) 

気象データ ：2005 年度（既許可の添付書類九の平常時

被ばくの評価に用いたデータと同様） 

放出高さ  ：地上高さ（有効高さ 0m） 

累積出現頻度：小さい方から 97％ 

評価点    ：廃棄物処理建屋排気口（放出点）の風下方

位南西側約 1320m（人の居住を考慮した評

価点（隣接事業所を含む周辺監視区域境

界）のうち，放出点から海側を除く風下方

位の中で相対濃度が最大となる評価点） 

呼吸率 22.2m３／d 

成人の呼吸率（発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値

に対する評価指針参照） 

本評価では小児の甲状腺に蓄積しやすい傾向を持つよう

素を対象核種としておらず，被ばく評価において保守的な

結果となるよう，小児に比べ呼吸率の高い成人の呼吸率を

用いた。 

呼吸摂取による

実効線量換算係

数 

Co-60 ：1.7×10－２μSv／Bq 

Cs-137：6.7×10－３μSv／Bq 

Sr-90 ：7.7×10－２μSv／Bq 

全α ：6.3×10２μSv／Bq 

H-3  ：4.1×10－５μSv／Bq 

C-14 ：6.5×10－６μSv／Bq 

核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等

の規定に基づく線量限度等を定める告示（ICRP Pub68)参

照（水分を含有していないため，水に関する化学形態を除

き最も厳しく評価される換算係数を設定） 

全α核種は，対象核種のうち呼吸摂取による被ばくが最も

厳しく評価される核種（Ac-227）の換算係数を設定 
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27 条－19 

圧縮減容装置は，既許可における仕分け・切断作業で仕分けされた不燃性

雑固体廃棄物を処理するため，既許可における評価と同様の核種を評価す

る。 

評価対象核種を以下に示す。 

 〇粒子状放射性物質（Co-60，Cs-137，Sr-90，全α） 

 〇揮発性放射性物質（H-3，C-14） 

 

圧縮減容装置では，1 年間にドラム缶 1,500 本の不燃性雑固体廃棄物を取

り扱う計画である。不燃性雑固体廃棄物の放射能量は，保管時の表面線量率

と核種の存在比を基にドラム缶 1 本相当の放射能量を求め，これを評価に用

いる年間取扱い放射能量として，1 年間に取り扱うドラム缶を約 1,500 本の

総放射能量として求める。 

 なお，ドラム缶 1 本相当の放射能量の算出方法は既許可と同様である。 

 年間取扱い放射能量を第 27－8 図に示す。 

 年間取扱い放射能量を基に，気中移行率及び高性能粒子フィルタ性能から

評価した固体廃棄物作業建屋換気系の排気中に含まれる年間推定放出量を第

27－8 図に示す。 

 

 圧縮減容装置による圧縮減容に伴い換気排気中に一部移行した放射性物質

は，固体廃棄物作業建屋換気系の排気ファンにより，高性能粒子フィルタを

通して廃棄物処理建屋排気口（地上約 50m）に導き，放射性物質濃度を監視

しつつ放出する設計とする。 

 圧縮減容装置の設置に伴う固体廃棄物作業建屋からの放出による周辺監視

区域外の空気中濃度を下記の式で評価した。なお，放出期間は，1 日の作業

時間を 6 時間（1 直作業とし，朝礼及び休憩等を除いて午前及び午後に 3 時
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27 条－20 

間ずつの作業と仮定）として年間 250 日（年間 50 週×週 5 日）作業するも

のとして評価する。 

  評価結果を第 27－8 図に示す。 

 

周辺監視区域外の空気中濃度(Bq／cm３)＝ 

年間推定放出量（Bq／y） 

年間作業期間（s／y） 

 

 

 

×相対濃度（s／cm３） 
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27 条－22 

 第 27－8 図に示した既許可（仕分け・切断作業）及び圧縮減容装置の設置

に伴う固体廃棄物作業建屋からの放出による周辺監視区域外の空気中濃度の

評価結果及び周辺監視区域外の空気中濃度限度との比較を第 27－4 表及び第

27－5 表に示す。 

 

なお，既許可における年間放出量は，圧縮減容処理エリアの設置に伴い，

仕分け・切断作業エリアの面積が減少するものの，2.1 に記載のとおり処理

本数等に変更はないため，第 27－2 表の条件で行った既許可における年間推

定放出量に影響はない。 

 

第 27－4 表 既許可（仕分け・切断作業）における周辺監視区域外の 

空気中濃度限度との比較 

核種 

仕分け・切断作業による

固体廃棄物作業建屋から

の放出による周辺監視区

域外の空気中濃度 

周辺監視区域外の 

空気中濃度限度 
比 

Co-60 1.5×10－１２Bq／cm３ 4.0×10－６Bq／cm３ 1／(2.6×10６)

Cs-137 9.3×10－１３Bq／cm３ 3.0×10－５Bq／cm３ 1／(3.2×10７)

Sr-90 1.4×10－１３Bq／cm３ 8.0×10－７Bq／cm３ 1／(5.7×10６)

全α  7.9×10－１５Bq／cm３ 2.0×10－１０Bq／cm３ 1／(2.5×10４)

H-3 7.9×10－９Bq／cm３ 5.0×10－３Bq／cm３ 1／(6.3×10５)

C-14 8.3×10－１１Bq／cm３ 2.0×10－４Bq／cm３ 1／(2.4×10６)
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27 条－23 

第 27－5 表 圧縮減容装置の設置に伴う周辺監視区域外の 

空気中濃度限度との比較 

核種 

圧縮減容装置の設置に伴

う固体廃棄物作業建屋か

らの放出による周辺監視

区域外の空気中濃度 

周辺監視区域外の 

空気中濃度限度 
比 

Co-60 7.9×10－１１Bq／cm３ 4.0×10－６Bq／cm３ 1／(5.1×10４)

Cs-137 6.4×10－１４Bq／cm３ 3.0×10－５Bq／cm３ 1／(4.7×10８)

Sr-90 2.2×10－１４Bq／cm３ 8.0×10－７Bq／cm３ 1／(3.7×10７)

全α  1.1×10－１５Bq／cm３ 2.0×10－１０Bq／cm３ 1／(1.8×10５)

H-3 2.3×10－８Bq／cm３ 3.0×10－３Bq／cm３ 1／(1.3×10５)

C-14 1.3×10－９Bq／cm３ 2.0×10－２Bq／cm３ 1／(1.6×10７)

 

第 27－4 表及び第 27－5 表に示すとおり，既許可における仕分け・切断作

業による固体廃棄物作業建屋からの放出による周辺監視区域外の空気中濃度

及び今回設置する圧縮減容装置の設置に伴う固体廃棄物作業建屋からの放出

による周辺監視区域外の空気中濃度は，「核原料物質又は核燃料物質の製錬

の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」(第 8 条)に

示される周辺監視区域外の空気中濃度限度と比べて無視し得るほど小さい。 

 

また，圧縮減容装置の設置に伴う固体廃棄物作業建屋からの放出による周

辺監視区域外の一般公衆への被ばく影響を下記の式で評価した。評価結果を

第 27－6 表に示す。 

 

周辺監視区域外の一般公衆の実効線量(μSv／y)＝ 

   周辺監視区域外の空気中濃度(Bq／cm３)×呼吸率（㎝３／s） 

×呼吸摂取による実効線量換算係数（μSv／Bq） 

×年間作業期間（s／y） 
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27 条－24 

第 27－6 表 周辺監視区域外の一般公衆の実効線量 

  （呼吸摂取に対する実効線量） 

核種 
既許可 

（仕分け・切断作業）
圧縮減容装置 合計 

Co-60 2.1×10－４μSv／y 1.9×10－３μSv／y 2.1×10－３μSv／y 

Cs-137 5.1×10－５μSv／y 6.0×10－７μSv／y 5.1×10－５μSv／y 

Sr-90 8.8×10－５μSv／y 2.3×10－６μSv／y 9.0×10－５μSv／y 

全α  4.0×10－２μSv／y 9.6×10－４μSv／y 4.1×10－２μSv／y 

H-3 1.2×10－３μSv／y 1.3×10－３μSv／y 2.4×10－３μSv／y 

C-14 3.9×10－４μSv／y 1.1×10－５μSv／y 4.0×10－４μSv／y 

合計  4.2×10－２μSv／y 4.1×10－３μSv／y 4.6×10－２μSv／y 

 

第 27－6 表に示すとおり，圧縮減容装置導入による周辺監視区域外の一般

公衆の実効線量についても「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構

造及び設備の基準に関する規則の解釈」に示される線量目標値 50μSv／y の

1／1000 を下回り，周辺公衆への影響は無視し得るほど小さいことを確認し

た。 

また，添付書類九に示される東海第二発電所による平常時の被ばく評価の

合計値約 8.4μSv／y（内訳 気体廃棄物中の希ガスのγ線による実効線

量：約 2.8μSv／y，液体廃棄物中の放射性物質（よう素を除く。）による実

効線量：約 5.2μSv／y，気体廃棄物中及び液体廃棄物中に含まれるよう素

を同時に摂取する場合の実効線量：約 0.4μSv／y）と比べても十分小さ

い。 

なお，全粒子状放射性物質の放出量については，放射線業務従事者線量等

報告書及び放射線管理等報告書で報告しており，過去 5 年間の廃棄物処理建

屋排気筒からの放出量の実績は第 27－7 表に示すとおり，全て検出限界未満

である。 
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27 条－25 

第 27－7 表 廃棄物処理建屋排気筒からの全粒子状放射性物質の放出量実績 

年度 放出量 検出限界濃度 

平成 28 年度 検出限界未満 4×10－９Bq／cm３以下(Co-60 で代表)

平成 29 年度 検出限界未満 4×10－９Bq／cm３以下(Co-60 で代表)

平成 30 年度 検出限界未満 4×10－９Bq／cm３以下(Co-60 で代表)

令和元年度 検出限界未満 4×10－９Bq／cm３以下(Co-60 で代表)

令和 2 年度 検出限界未満 4×10－９Bq／cm３以下(Co-60 で代表)
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27 条－26 

2.3 設置許可基準規則第二十七条第１項第２号について 

既許可における設計方針等 

 既許可において，液体廃棄物処理系は，放射性廃液の漏えいの発生を防止す

るため適切な材料を使用するとともに適切な計測制御設備を有する設計として

いる。漏えいが生じた場合，漏えいを早期検出するため漏えい検出器等により

検出し，警報を廃棄物処理操作室に個別に表示するとともに，一括して中央制

御室に表示する設計とし，かつ，漏えいの拡大を防止するため主要な設備は，

独立した区画内に設けるか，周辺に堰等を設ける設計としている。 

液体廃棄物処理系及び関連する施設は，建屋及び連絡暗渠外ヘの漏えい並び

に敷地外ヘの放出経路の形成を防止する設計としている。 

【二十七条－参考 12】 

 

圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

 圧縮減容装置は，液体状の放射性廃棄物の処理に係る設備ではないため，適

合対象外とする。 
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27 条－27 

2.4 設置許可基準規則第二十七条第１項第３号について 

 圧縮減容装置を設置する固体廃棄物作業建屋の仕分け・切断作業エリアの中

の区画された作業場は仕分け作業と切断作業を行う設計としており，圧縮減容

装置の導入後は，加えて圧縮処理を行う設計とする。 

 

 (1) 仕分け作業 

 既許可における設計方針等 

 既許可において仕分け作業は，以下のとおり放射性物質が散逸し難い設計

としている。 

仕分け作業は，「仕分け・切断作業エリア」内の壁，天井，扉により区画さ

れた作業場で行い，固体廃棄物作業建屋の換気設備により負圧が維持される

ため，外部に放射性物質が漏出することはない。この作業場は，4 回／h 以上

の換気能力を確保する設計としている。 

さらに，空気中の放射性物質濃度測定を行い，空気中の放射性物質濃度が

放射線業務従事者の呼吸する空気中の濃度限度（核原料物質又は核燃料物質

の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示）の 1

／10 を超えるか，又はそのおそれのある場合は，高性能粒子フィルタ付き局

所排風機を使用して作業を行うことにより，仕分け・切断作業エリア内での

放射性物質の拡散を防止する。これらの排気は，仕分け・切断作業エリアに

設けられている建屋の排気系のダクトへ導く。 

なお，仕分け・切断作業エリア内における作業員は，汚染管理区域に基づ

く放射線防護具により，放射性物質から防護される。 

雑固体廃棄物を収納するドラム缶等を移動する際は，固体廃棄物をドラム

缶等の容器に収納し，パッキン付きの蓋を締め付けた状態で取り扱うことと

している。 
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27 条－28 

・ドラム缶：本体に蓋を載せ，専用のリング（バンド）を巻きつけ，バッ

クルで締め付けるか又はボルト締めする。 

・鉄箱：本体に蓋を載せ，ボルト締めする。 

ドラム缶等の容器をフォークリフト及び台車等を使用して移動する際は，

容器が落下して汚染を拡大させないよう，移動前にフォークリフトや台車へ

の積載状況確認及び容器の蓋の締め付け状況の確認を確実に行うこととして

いる。 

【二十七条－参考 13】 

 

 圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

圧縮減容装置は，ドラム缶投入口をフードで囲い，フード内を排気し負圧

を維持することで放射性物質が散逸し難い設計とする。 

既許可において仕分け作業を行う作業場は，圧縮減容処理エリアを設けた

後においても壁，天井，扉により区画された作業場の負圧範囲を変更するも

のではないため，既許可における作業場の換気能力に悪影響を与えることは

ない。ただし，仕分け作業を行う際は高性能粒子フィルタ付き局所排風機を

使用し，圧縮減容処理エリアに悪影響を与えない運用とする。 

 

 (2) 切断作業 

 既許可における設計方針等 

 既許可において，切断作業は，以下のとおり放射性物質が散逸し難い設計

としている。 

仕分け・切断作業エリアにおいて仕分けされた不燃性雑固体廃棄物は，雑

固体減容処理設備への供給又はドラム缶に収納して固型化する処理に適した
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27 条－29 

大きさに切断する。切断作業はバンドソーやプラズマ切断機を使用する。作

業の状況を第 27－9 図に示す。 

 切断作業は，(1) 仕分け作業と同じ作業場で行い，区画されており，固体

廃棄物作業建屋の換気設備により十分な換気量が確保され，負圧が維持され

るため，外部に放射性物質が漏出することはない。この作業場は，4 回／h 以

上の換気能力を確保する設計としている。 

さらに，空気中の放射性物質濃度測定を行い，空気中の放射性物質濃度が

放射線業務従事者の呼吸する空気中の濃度限度の 1／10 を超えるか，又はそ

のおそれのある場合は，高性能粒子フィルタ付き局所排風機を使用して作業

を行うか，高性能粒子フィルタ付き局所排風機を備えたクリーンハウス内で

作業を行うことにより，仕分け・切断作業エリア内での放射性物質の拡散を

防止する。これらの排気は，仕分け・切断作業エリアに設けられている建屋

の排気系のダクトへ導く。 

不燃性雑固体廃棄物をプラズマ切断機を使用して切断作業を行う場合は，

仕分け・切断作業エリア内に設けたプラズマ切断作業用の独立した区画内で

作業を行い，高性能粒子フィルタ付き局所排風機を使用し，排気は同区画内

に設けられている建屋の排気系のダクトへ導く。 

なお，仕分け・切断作業エリア内における作業員は，汚染管理区域に基づ

く放射線防護具により，放射性物質から防護される。 

雑固体廃棄物を収納するドラム缶等を移動する際は，固体廃棄物をドラム

缶等の容器に収納し，パッキン付きの蓋を締め付けた状態で取り扱うことと

している。 

・ドラム缶：本体に蓋を載せ，専用のリング（バンド）を巻きつけ，バッ

クルで締め付けるか又はボルト締めする。 

・鉄箱：本体に蓋を載せ，ボルト締めする。 
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27 条－30 

ドラム缶等の容器をフォークリフト及び台車等を使用して移動する際は，

容器が落下して汚染を拡大させないよう，移動前にフォークリフトや台車へ

の積載状況確認及び容器の蓋の締め付け状況の確認を確実に行うこととして

いる。 

【二十七条－参考 13】 

第 27－9 図 切断作業の状況 

 

 圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

圧縮減容装置は，ドラム缶投入口をフードで囲い，フード内を排気し負圧

を維持することで放射性物質が散逸し難い設計とする。 

既許可において切断作業を行う作業場は，圧縮減容処理エリアを設けた後

においても壁，天井，扉により区画された作業場の負圧範囲を変更するもの

ではないため，既許可における作業場の換気能力に悪影響を与えることはな

い。ただし，切断作業を行う際は高性能粒子フィルタ付き局所排風機を使用

し，圧縮減容処理エリアに悪影響を与えない運用とする。 
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27 条－31 

 (3) 圧縮処理 

 圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

 圧縮減容装置は，ドラム缶投入口をフードで囲い，フードからの排気は固

体廃棄物作業建屋換気系へ接続することによりフード内を負圧に維持し，放

射性物質が散逸し難い設計とする。圧縮減容装置に設置するフード及びフー

ドからの排気のイメージ図を第 27－10 図に示す。フードからの排気は固体

廃棄物作業建屋換気系における汚染の可能性のある区域（仕分け・切断作業

エリア及び圧縮減容処理エリア）からの排気ラインに接続するが，フードの

下部から汚染の可能性のある区域の雰囲気を排気することにより，汚染の可

能性のある区域の負圧維持や換気能力（4 回／h 以上）に悪影響を与えない設

計とする。また，圧縮減容処理は，第 27－11 図に示す，仕分け・切断作業エ

リアの一部及び圧縮減容処理エリアからなる壁，天井，扉により区画された

作業場にて行う。 

上記の設計は，既許可における適合のための設計方針等を踏まえたもので

あり，圧縮減容装置が圧縮処理を行う過程において放射性物質は散逸し難く，

本項に適合する。 

 

 圧縮減容装置が圧縮処理を行う過程において放射性物質が散逸し難く，基

準に適合するための設計方針は上記のとおりだが，追加の措置として，以下

のとおり更なる散逸防止を図ることとする。 

・圧縮減容装置で取り扱う放射性廃棄物は，不燃性雑固体廃棄物のうち

無機物（保温材等），難燃物（ゴム，樹脂等），ペール缶，薄物金属等

とし，焼却灰等の粉粒物は対象に含まないものとする。 

・圧縮減容装置は，第 27－10 図のとおり，三軸のシリンダから構成され

ており，対象廃棄物を入れたドラム缶を投入口にセットし，蓋押しシ
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27 条－32 

リンダで上部から押さえつけた上で横押しシリンダ及び中押しシリン

ダで圧縮し，対象廃棄物の周囲がシリンダにより囲まれた構造とする。 

・圧縮減容装置で処理する対象廃棄物は，1 本につき約 1 分かけて圧縮

減容することにより，急激な体積変化による放射性物質の吹き出し等

の防止を図る。 

・圧縮減容装置で圧縮減容を行う際には，固体廃棄物をドラム缶に収納

し，パッキン付きの蓋を締め付けた状態で取り扱う。 
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27 条－33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 27－10 図 圧縮減容装置のイメージ図 

 

 

第 27－11 図 固体廃棄物作業建屋 1 階のエリア図 
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27 条－35 

二十七条－参考 1 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】
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27 条－36 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】
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27 条－37 

二十七条－参考 2 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋の設置につい

て」】  
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27 条－38 
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27 条－39 

二十七条－参考 3 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋の設置について  

補足説明資料」】  
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27 条－40 

二十七条－参考 4 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋の設置について」】
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27 条－41 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋の設置について」】
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27 条－42 

二十七条－参考 5 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋の設置について  

補足説明資料」】  
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27 条－43 

二十七条－参考 6 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋換気系について」】
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27 条－44 

二十七条－参考 7 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】
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27 条－45 

二十七条－参考 8 

 

【工事計画認可申請書（昭和 58 年）（発業発第 361 号）】 
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27 条－46 

二十七条－参考 9 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】 
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27 条－47 

 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】 
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27 条－48 

二十七条－参考 10 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋換気系について 

補足説明資料」】  
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【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋換気系について 

補足説明資料」】  
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27 条－50 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋換気系について 

補足説明資料」】  
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【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋換気系について 

補足説明資料」】  
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27 条－52 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋換気系について 

補足説明資料」】  
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二十七条－参考 11 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料】  
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【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 
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28 条補足説明資料 

放射性廃棄物の貯蔵施設 
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28 条－1 

1. 要求事項 

 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則の解釈 

備考 

（放射性廃棄物の貯蔵施設） 

第二十八条 工場等には、次に掲げると

ころにより、発電用原子炉施設において

発生する放射性廃棄物を貯蔵する施設

（安全施設に係るものに限る。）を設けな

ければならない。 

 

第２８条（放射性廃棄物の貯蔵施設） 

１ 第２８条に規定する「発電用原子炉施

設において発生する放射性廃棄物を

貯蔵する」とは、将来的に発電用原子

炉施設から発生する放射性固体廃棄

物の発生量及び搬出量を考慮して放

射性固体廃棄物を貯蔵及び管理でき

ることをいう。 

適合対象 

(2.1 に既許可の

設計方針に示す

貯蔵能力を超え

ずに管理できる

ことを示す。な

お，圧縮減容装置

は放射性廃棄物

の貯蔵施設には

該当しない。) 

一 放射性廃棄物が漏えいし難いもの

とすること。 

二 固体状の放射性廃棄物を貯蔵する

設備を設けるものにあっては、放射性

廃棄物による汚染が広がらないものと

すること。 

 適合対象 

(2.2 に圧縮減容

された廃棄物を

貯蔵する際の漏

えいし難く汚染

が広がらない方

針 に つ い て 示

す。) 
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28 条－2 

2. 適合のための設計方針等 

 「1. 要求事項」での各要求事項に関して，既許可における適合のための設

計方針等を示すとともに，圧縮減容装置の設置時における適合のための設計方

針等を示す。 

 

2.1 設置許可基準規則第二十八条第１項について 

 不燃性雑固体廃棄物を貯蔵する施設は，「固体廃棄物貯蔵庫」と固体廃棄物

作業建屋の「廃棄体搬出作業エリア」であり，それぞれの圧縮減容装置の設置

時における設計方針等について以下のとおり説明する。なお，廃棄体搬出作業

エリアは，廃棄事業者の廃棄施設へ搬出するための検査及び搬出までの間に限

り，放射性廃棄物の貯蔵保管を行う施設である。 

(1) 固体廃棄物貯蔵庫 

 既許可における設計方針等 

既許可において，固体廃棄物貯蔵庫は，固体状の放射性廃棄物の発生量の

約 10 年分以上を貯蔵保管する能力として，200L ドラム缶 73,000 本の貯蔵

能力を有する設計としている。 

【二十八条－参考 1】 

 

 圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

圧縮減容装置を含む固体廃棄物処理系は，「発電用軽水型原子炉施設の安

全機能の重要度分類に関する審査指針」における「放射性物質の貯蔵機能

（ＰＳ－３）」を有する設備である。なお，圧縮減容装置は，圧縮減容の処

理過程において一時的に放射性物質を内包するものの，当該設備において，

放射性廃棄物を貯蔵保管することはない。このため，圧縮減容装置は，放射

性廃棄物の貯蔵施設には該当しない。 
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28 条－3 

圧縮減容装置の運用に当たっては，圧縮対象の不燃性雑固体廃棄物が収納

されたドラム缶等を固体廃棄物貯蔵庫から固体廃棄物作業建屋の圧縮減容処

理エリアに運搬する際には，ドラム缶等の表面線量率が 0.5mSv／h を超えな

いことを事前に確認する。また，仕分けした廃棄物を圧縮用のドラム缶に収

納する際は，圧縮後の廃棄体の表面線量率が 0.5mSv／h を超えないように管

理する。さらに，圧縮体をドラム缶等に収納する際は，放射性廃棄物の貯蔵

施設に保管しているドラム缶等と同様の容器に封入することとし，個々の圧

縮体の表面線量率の大小を考慮したドラム缶等への収納（例：線量率の高い

圧縮体と線量率の低い圧縮体を組み合わせてドラム缶等に収納する）及び収

納数の調整（例：線量率の高い圧縮体を収納する際には収納数を 2 個以下に

減らして収納する）を実施し，収納後のドラム缶等の表面線量率が 0.5mSv

／h を超えないよう管理する。上記の管理により，圧縮減容装置にて作製さ

れた廃棄体を収納したドラム缶を固体廃棄物貯蔵庫に保管する際は，表面線

量率が 0.5mSv／h 以下となる。また，圧縮減容装置は固体廃棄物作業建屋に

設置する設計であり，異なる建屋である固体廃棄物貯蔵庫の貯蔵能力に影響

しない。 

圧縮減容装置の導入有無それぞれの場合について，固体廃棄物貯蔵庫の保

管量の推移予測を第 28－1 図に示す。 

東海第二発電所の維持管理に伴い定常的に発生する放射性廃棄物に加え，

今後，新規制基準へ適合するために必要な設備の設置や大型機器取替等の定

期検査期間中に実施する工事により可燃性及び不燃性の放射性固体廃棄物が

発生する。放射性固体廃棄物の発生・減少の要因と状況を表 28－1 表に示

す。 

東海第二発電所においては，雑固体廃棄物焼却設備による可燃物の焼却及

び雑固体減容処理設備による不燃物の溶融等の所内処理，日本原燃（株）低
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28 条－4 

レベル放射性廃棄物埋設センター（以下「埋設施設」という。）への搬出並

びに今後は加えて東海低レベル放射性廃棄物埋設事業所への搬出等を行い，

可能な限り放射性固体廃棄物の低減を行っていく。 

しかし，埋設施設への搬出量は他社との調整等により変動すること，所内

処理量以上の放射性固体廃棄物が発生する可能性があること等を考慮する

と，保管量は，固体廃棄物貯蔵庫の管理容量に漸近する見通しである。固体

廃棄物貯蔵庫は，その保管量が管理容量に逼迫すると，固体廃棄物貯蔵庫内

でのドラム缶等の配置換えが困難になり，移動等に制限がかかることにより

固体廃棄物貯蔵庫内での作業効率が損なわれることとなる。そのため，保管

量を可能な限り管理容量未満に収めて運用できるよう，不燃性の放射性固体

廃棄物の処理量を増やし，保管量の低減を図るため圧縮減容装置を導入する

必要がある。 

本装置を 2023 年度から使用した場合，2024 年度末時点での固体廃棄物貯

蔵庫の廃棄物保管量は約 1,200 本削減できる見込みであり，管理容量以下に

収めることが可能である。 

また，第 28－2 図に示すとおり，仮に圧縮減容装置の稼働時期が 2025 年

度まで延期したとしても，廃棄物の保管量を管理容量以下に収めることが可

能な見通しである。なお，本保管量の推移は，新規制基準へ適合するために

必要な設備の設置や大型機器取替等の施設定期検査期間中に実施する工事に

ついて，圧縮減容装置の稼働時期に関わらず，全て計画どおりに実施するこ

とを想定している。また，定常的に発生する維持管理廃棄物は，圧縮減容装

置の運用開始時期が遅れた場合は発生量が少ないまま推移する。 

さらに，想定より放射性廃棄物の発生量が多くなる場合も想定されるが，

各工事の実施時期の見直しを検討し，放射性廃棄物の保管量を管理容量内で

管理することが可能であり，発電所の運営に問題は生じない。 
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28 条－5 

なお，固体廃棄物貯蔵庫の保管容量が管理容量に漸近したとしても，今後

見込まれる固体廃棄物貯蔵庫の保管量は，貯蔵容量に対して十分な裕度を確

保している。 

上記により，既許可の設計方針等に示す貯蔵能力を超えずに管理できるこ

とから，圧縮減容装置の設置時における固体廃棄物貯蔵庫の設計は，本項に

適合する。 
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28 条－6 

第 28－1 図 固体廃棄物貯蔵庫保管量の推移予測 

第 28－2 図 圧縮減容装置の処理開始時期に応じた 

固体廃棄物貯蔵庫の保管量の推移予測 

注）2020 年度末までは実績値，2021 年度以降は予測値
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28 条－7 

 

第 28－1 表 放射性固体廃棄物の発生・減少の要因と状況 

 カテゴリ 要因 発生・減少の状況 

発

生 

① 
特定の件名

工事等より

発生し，工

事完了後は

廃棄物が発

生しない 

安全対策工事 
防潮堤等のプラントの安全性を高めるための施設設置

工事に伴い発生。工事完了後は発生しない。 

プラント運転準備工事 

プラント運転に当たり行う設備の準備・点検に伴い発

生。プラント運転の直前に実施し，その前後では発生

しない。 

② 定検工事 

原子炉定検において実施する点検・設備更新等によ

り，定検時のみ発生。安全性に影響を与えない範囲で

実施時期を見直すことが可能 

③ 
定常的に発

生 
維持管理作業 

プラントの維持管理に伴い実施する定期的な点検等に

より発生するが，プラント停止期間は発生量が少な

く，プラント運転中は多くなる。 

減

少 
－ 

廃棄物処理

処分計画に

基づき計画

的に実施 

可燃物の焼却 発電所内の雑固体焼却設備で焼却 

溶融処理 発電所内の雑固体減容処理設備(高周波溶融炉)で減容 

埋設施設への搬出 六ケ所低レベル放射性廃棄物埋設センターへ搬出 

圧縮処理 発電所内の圧縮減容装置で減容 

L3 埋設施設への 

処分等【今後計画】 
現在審査中の L3 埋設施設に埋設処分等を実施 

（備考） 

 発生のカテゴリ①は，工事完了後は廃棄物が発生しない。 

 発生のカテゴリ②は，定検工事完了後は発生せず，また安全性に影響を与えない範囲で実施時期を見

直すことが可能である。 

 発生のカテゴリ③は，定常的に発生するものの，圧縮減容装置の運用開始が遅れる場合はプラント停

止状態が継続しているため，プラント運転中と比べ発生量が減少する。 

 したがって，圧縮減容装置の運用開始が遅れたとしても廃棄物は増加せず，仮に増加しても定検計画

を見直すことにより増加量を抑えることができるため，今後も保管量を管理容量以下で運用すること

は可能な見通しである。 
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28 条－8 

(2) 固体廃棄物作業建屋 

 既許可における設計方針等 

 既許可において，固体廃棄物作業建屋内の放射性廃棄物の貯蔵施設に該当

するのは，固体廃棄物を詰めたドラム缶を廃棄事業者の廃棄施設へ廃棄する

ための検査及び搬出までの間保管する「廃棄体搬出作業エリア」としてい

る。 

「廃棄体搬出作業エリア」は，約 2,700m２の床面積を有しており，廃棄事

業者の廃棄施設へ搬出する船の積載量に相当する 200L ドラム缶で約 3,000

本を貯蔵保管する能力がある。 

【二十八条－参考 2】 

 

 圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

圧縮減容装置を含む固体廃棄物処理系は，「発電用軽水型原子炉施設の安

全機能の重要度分類に関する審査指針」における「放射性物質の貯蔵機能

（ＰＳ－３）」を有する設備である。なお，圧縮減容装置は，圧縮減容の処

理過程において一時的に放射性物質を内包するものの，当該設備において，

放射性廃棄物を貯蔵保管することはない。このため，圧縮減容装置は，放射

性廃棄物の貯蔵施設には該当しない。 

圧縮減容装置の運用に当たっては，圧縮対象の不燃性雑固体廃棄物が収納

されたドラム缶等を固体廃棄物貯蔵庫から固体廃棄物作業建屋の圧縮減容処

理エリアに運搬する際には，ドラム缶等の表面線量率が 0.5mSv／h を超えな

いことを事前に確認する。また，仕分けした廃棄物を圧縮用のドラム缶に収

納する際は，圧縮後の廃棄体の表面線量率が 0.5mSv／h を超えないように管

理する。さらに，圧縮体をドラム缶等に収納する際は，放射性廃棄物の貯蔵

施設に保管しているドラム缶等と同様の容器に封入することとし，個々の圧
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28 条－9 

縮体の表面線量率の大小を考慮したドラム缶等への収納（例：線量率の高い

圧縮体と線量率の低い圧縮体を組み合わせてドラム缶等に収納する）及び収

納数の調整（例：線量率の高い圧縮体を収納する際には収納数を 2 個以下に

減らして収納する）を実施し，収納後のドラム缶等の表面線量率が 0.5mSv

／h を超えないよう管理する。上記の管理により，圧縮減容装置にて作製さ

れた廃棄体を収納したドラム缶を廃棄事業者の廃棄施設へ搬出するための検

査及び搬出までの間に固体廃棄物作業建屋の「廃棄体搬出作業エリア」へ保

管する際は，表面線量率が 0.5mSv／h 以下となる。また，圧縮減容装置は，

固体廃棄物作業建屋 1 階に新たに設ける「圧縮減容処理エリア」に設置する

ため，固体廃棄物作業建屋の放射性廃棄物を貯蔵する施設に該当する「廃棄

体搬出作業エリア」の貯蔵能力に影響しない。 

固体廃棄物作業建屋の「廃棄体搬出作業エリア」においては，圧縮減容装

置を設置したとしても，固体状の放射性廃棄物の発生量と年間搬出計画を基

に保管量を 3,000 本に収まるように管理することが可能である。 

上記により，既許可の設計方針等に示す貯蔵能力を超えずに管理できるこ

とから，圧縮減容装置の設置時における固体廃棄物作業建屋の設計は，本項

に適合する。 
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28 条－10 

2.2 設置許可基準規則第二十八条第１項第１号及び第２号について 

 不燃性雑固体廃棄物を貯蔵する施設は，「固体廃棄物貯蔵庫」と固体廃棄物

作業建屋の「廃棄体搬出作業エリア」であり，それぞれの圧縮減容装置の設置

時における設計方針等について以下のとおり説明する。なお，廃棄体搬出作業

エリアは，廃棄事業者の廃棄施設へ搬出するための検査及び搬出までの間に限

り，放射性廃棄物の貯蔵保管を行う施設である。 

 (1) 固体廃棄物貯蔵庫 

 既許可における設計方針等 

 既許可において，固体廃棄物貯蔵庫を含む放射性廃棄物を貯蔵する施設

は，放射性廃棄物が漏えいし難い設計とするとともに，固体状の放射性廃棄

物を貯蔵する設備にあっては，放射性廃棄物による汚染が広がらない設計と

している。 

【二十八条－参考 3】 

 

 圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

  圧縮減容装置により作製され，固体廃棄物貯蔵庫に保管する廃棄体は，固

体廃棄物貯蔵庫に保管中のドラム缶等と同様にパッキン付きの蓋をしたドラ

ム缶等への保管により，ドラム缶等の外へ放射性物質が漏えいし難い設計と

するとともに，汚染が広がらない設計とする。 

したがって，既許可における適合のための設計方針等を踏まえたものであ

り，本項に適合する。 
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28 条－11 

(2) 固体廃棄物作業建屋 

 既許可における設計方針等 

「廃棄体搬出作業エリア」においては，固体廃棄物を詰めたドラム缶はパ

ッキン付きの蓋をして締め付けることにより封入され，開放することはない

ことから，ドラム缶の外へ放射性物質が漏出することはなく，汚染拡大防止

を考慮した設計としている。 

【二十八条－参考 4】 

 

 圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

圧縮減容装置により作製され，廃棄事業者の廃棄施設へ搬出するための検

査及び搬出までの間「廃棄体搬出作業エリア」に保管する廃棄体は，「廃棄

体搬出作業エリア」に保管中のドラム缶と同様にパッキン付きの蓋をしたド

ラム缶への保管により，ドラム缶の外へ放射性物質が漏えいし難い設計とす

るとともに，汚染が広がらない設計とする。 

したがって，既許可における適合のための設計方針等を踏まえたものであ

り，本項に適合する。 
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28 条－12 

二十八条－参考 1 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】
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28 条－13 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】
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28 条－14 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】
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28 条－15 

二十八条－参考 2 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】
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28 条－16 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】
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28 条－17 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】
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28 条－18 

二十八条－参考 3 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】
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28 条－19 

二十八条－参考 4 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋の設置につい

て」】  
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28 条－20 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋の設置につい

て」】 
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29 条補足説明資料 

工場等周辺における直接線等からの防護 
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29 条－1 

1. 要求事項 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則の解釈 

備考 

（工場等周辺における直接線等から

の防護） 

第二十九条 設計基準対象施設は、

通常運転時において発電用原子炉施設

からの直接線及びスカイシャイン線に

よる工場等周辺の空間線量率が十分に

低減できるものでなければならない。

第２９条（工場等周辺における直接線

等からの防護） 

１ 第２９条に規定する「工場等周辺

の空間線量率が十分に低減でき

る」とは、｢発電用軽水型原子炉施

設の安全審査における一般公衆の

線量評価について｣（平成元年３月

２７日原子力安全委員会了承）を

踏まえ、ALARA の考え方の下、空気

カ－マで１年間当たり 50 マイク

ログレイ以下（工場等内にキャス

クを設置する場合にあっては、工

場等内の他の施設からのガンマ線

とキャスクからの中性子及びガン

マ線とを合算し、実効線量で１年

間当たり 50 マイクロシ－ベルト

以下）となることを目標に、周辺

監視区域外における線量限度（１

年間当たり１ミリシ－ベルト）を

十分下回る水準となるよう施設を

設計することをいう。 

 

 

適合対象 

(2.1 に線量評価結

果に変更がないこ

とを示す。) 
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29 条－2 

2. 適合のための設計方針等 

 「1. 要求事項」での各要求事項に関して，既許可における適合のための設

計方針等を示すとともに，圧縮減容装置の設置時における適合のための設計方

針等を示す。 

 

2.1 設置許可基準規則第二十九条第１項について 

既許可における設計方針等 

既許可では，発電用原子炉施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガン

マ線による空間線量率については，人の居住の可能性のある地域において空気

カ－マで 50μGy／y 以下となるよう遮蔽等を行う設計とし，一次遮蔽，二次遮

蔽及び燃料取扱遮蔽に加えて，廃棄物処理系等からの放射線から保護する補助

遮蔽を設置する設計としている。 

固体廃棄物を詰めたドラム缶等は，上記補助遮蔽が設置された固体廃棄物貯

蔵庫又は固体廃棄物作業建屋の廃棄体搬出作業エリアに貯蔵保管する設計とし

ている。 

【二十九条－参考 1】 

新規制基準適合に係る工事計画の計算書では，以下のとおり直接線及びスカ

イシャインガンマ線の評価を行い，周辺監視区域外の空間線量率が十分に低減

できる設計であることを確認している。 
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29 条－3 

表面線量率は，第 29－1 表に示す評価条件として設定している。 

【二十九条－参考 2】 

【二十九条－参考 3】 

【二十九条－参考 4】 

 

第 29－1 表 周辺監視区域外の空間線量率評価条件の表面線量率 

建屋名 評価条件の表面線量率 備考 

固体廃棄物貯蔵庫Ａ棟※１ 200mR／h － 

固体廃棄物貯蔵庫Ｂ棟※２ 
200mR／h(1 階，2 階） 

約 700mR／h※４(地下 1 階） 

地下１階に保管される廃棄物は焼

却灰を想定し，計算書では 0.96μCi

／cm３※４と設定 

固体廃棄物作業建屋※３ 

0.5mSv／h 
不燃性雑固体廃棄物の条件として

設定 

2.0mSv／h 
廃棄体搬出作業エリアにおける廃

棄体の条件として設定 

※１ 工事計画認可申請書（固体廃棄物貯蔵庫Ａ棟）（昭和 51 年 7 月 1 日申請） 

※２ 工事計画認可申請書（固体廃棄物貯蔵庫Ｂ棟）（昭和 57 年 4 月 2 日申請） 

※３ 工事計画届出書（固体廃棄物作業建屋）（平成 22 年 3 月 25 日届出） 

※４ 0.96μCi／cm３から表面線量率約 700mR／h の換算には点減衰核積分法を基とするガン

マ線遮蔽計算コードを使用した。 

 

また，線源配置は第 29－1 図，線量率評価点は第 29－2 図として設定し，評

価を行っている。 

【二十九条－参考 4】 

【二十九条－参考 5】 
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29 条－4 

第 29－1 図 計算に用いた線源（1／3） 
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29 条－5 

  

 

 

 

 

 

 

第 29－1 図 計算に用いた線源（2／3） 
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29 条－6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 29－1 図 計算に用いた線源（3／3） 
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29 条－7 

第 29－2 図 計算に用いた線量率評価点 
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29 条－8 

施設全体の直接線及びスカイシャインガンマ線の線量率評価結果を第 29－2

表に示す。 

施設全体の合計値は約 21μGy／年であり，50μGy／年以下となる基準を満

足している。 

【二十九条－参考 5】 

 

第 29－2 表 直接線及びスカイシャインガンマ線の線量率評価結果 

発電所 建屋名 
線量率評価値 

（μGy／年） 

東海第二

発電所 

原子炉建屋 ＜0.1 

タ－ビン建屋 18 

廃棄物処理建屋 ＜0.1 

固体廃棄物貯蔵庫Ａ 0.1 

固体廃棄物貯蔵庫Ｂ 0.5 

使用済燃料乾式貯蔵建屋 1.5 

給水加熱器保管庫 ＜0.1 

固体廃棄物作業建屋 0.5 

合 計 21 

評価基準値 50 

（参考）東海発電所 7 

 

なお，使用済燃料乾式貯蔵設備からの中性子線については，人の居住の可能

性のある敷地境界外の線量率に与える影響は軽微であることから，線量限度で

ある 1mSv／年を十分下回る。 

【二十九条－参考 6】 
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29 条－9 

圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

圧縮減容装置により圧縮減容された不燃性雑固体廃棄物は，補助遮蔽が設置

された固体廃棄物貯蔵庫又は固体廃棄物作業建屋の廃棄体搬出作業エリアに貯

蔵保管されることとなるため，第 29－2 表に示される固体廃棄物貯蔵庫及び固

体廃棄物作業建屋の線量率評価結果への影響を確認する。 

なお，圧縮減容処理を行う廃棄物は，低レベルの不燃性雑固体廃棄物であり

中性子線を発生させるものではない。 

既許可において，仕分け・切断作業エリアにて取り扱うドラム缶等の表面線

量率は 0.5mSv／h と設定しており，圧縮減容装置を設置する圧縮減容処理エリ

アにおいて取り扱うドラム缶等の表面線量率も 0.5mSv／h と設定する。 

圧縮減容装置による圧縮減容処理により，圧縮減容された不燃性雑固体廃棄

物が発生し，固体廃棄物貯蔵庫や固体廃棄物作業建屋に保管されるものの，上

記の設計により，第 29－2 表に示す固体廃棄物貯蔵庫Ａ，固体廃棄物貯蔵庫Ｂ

及び固体廃棄物作業建屋の直接線及びスカイシャインガンマ線の線量率評価に

変更は生じない。 

上記の設計は，既許可における適合のための設計方針等を踏まえたものであ

り，本項に適合する。 

なお，圧縮減容装置の運用に当たっては，圧縮対象の不燃性雑固体廃棄物が

収納されたドラム缶等を固体廃棄物貯蔵庫から固体廃棄物作業建屋の圧縮減容

処理エリアに運搬する際には，ドラム缶等の表面線量率が 0.5mSv／h を超えな

いことを事前に確認する。また，仕分けした廃棄物を圧縮用のドラム缶に収納

する際は，圧縮後の廃棄体の表面線量率が 0.5mSv／h を超えないように管理す

る。さらに，圧縮体をドラム缶等に収納する際は，放射性廃棄物の貯蔵施設に

保管しているドラム缶等と同様の容器に封入することとし，個々の圧縮体の表

面線量率の大小を考慮したドラム缶等への収納（例：線量率の高い圧縮体と線
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29 条－10 

量率の低い圧縮体を組み合わせてドラム缶等に収納する）及び収納数の調整

（例：線量率の高い圧縮体を収納する際には収納数を 2 個以下に減らして収納

する）を実施し，収納後のドラム缶等の表面線量率が 0.5mSv／h を超えないよ

う管理する。  
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29 条－11 

二十九条－参考 1 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】 
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29 条－12 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】 
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29 条－13 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】 
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29 条－14 

二十九条－参考 2 

 

【工事計画認可申請書（昭和 51 年）（建建発第 56 号）】
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29 条－15 

 

【工事計画認可申請書（昭和 51 年）（建建発第 56 号）】
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29 条－16 

二十九条－参考 3 

 

【工事計画認可申請書（昭和 57 年）（発発発第 3 号）】 
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29 条－17 

 

【工事計画認可申請書（昭和 57 年）（発発発第 3 号）】 
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29 条－18 

二十九条－参考 4 

 

【工事計画届出書（平成 22 年）（発室発第 599 号）】 
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29 条－19 

 

 

【工事計画届出書（平成 22 年）（発室発第 599 号）】 
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29 条－20 

 

 

【工事計画届出書（平成 22 年）（発室発第 599 号）】 
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29 条－21 

【工事計画届出書（平成 22 年）（発室発第 599 号）】 
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29 条－22 

【工事計画届出書（平成 22 年）（発室発第 599 号）】 
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29 条－23 

【工事計画届出書（平成 22 年）（発室発第 599 号）】 
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29 条－24 

二十九条－参考 5 

 

【工事計画認可申請書（平成 26 年）（発室発第 35 号）】 
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29 条－25 

 

【工事計画認可申請書（平成 26 年）（発室発第 35 号）】 
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29 条－26 

【工事計画認可申請書（平成 26 年）（発室発第 35 号）】 

379



29 条－27 

二十九条－参考 6 

 

【平成 31 年 4 月 23 日面談資料 東海第二発電所使用済料乾式貯蔵建屋にお

ける敷地周辺での中性子の影響について】  
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29 条－28 

 

【平成 31 年 4 月 23 日面談資料 東海第二発電所使用済料乾式貯蔵建屋におけ

る敷地周辺での中性子の影響について】 

381
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(余　白)



 

 

 

 

 

 

 

 

30 条補足説明資料 

放射線からの放射線業務従事者の防護 

  

383



 

30 条－1 

1. 要求事項 

 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則の解釈 

備考 

（放射線からの放射線業務従事者の防

護） 

第三十条 設計基準対象施設は、外部

放射線による放射線障害を防止する

必要がある場合には、次に掲げるも

のでなければならない。 

一 放射線業務従事者（実用炉規則

第二条第二項第七号に規定する

放射線業務従事者をいう。以下同

じ。）が業務に従事する場所にお

ける放射線量を低減できるもの

とすること。 

第３０条（放射線からの放射線業務従

事者の防護） 

１ 第１項第１号に規定する「放射線

量を低減できる」とは、ALARA の

考え方の下、放射線業務従事者の

作業性等を考慮して、遮蔽、機器

の配置、遠隔操作、放射性物質の

漏えい防止及び換気等、所要の放

射線防護上の措置を講じた設計を

いう。 

 

 

適合対象 

(2.1 に従事者の線

量を低減する方針

について示す。) 

二 放射線業務従事者が運転時の異

常な過渡変化時及び設計基準事

故時において、迅速な対応をする

ために必要な操作ができるもの

とすること。 

－ 

適合対象外 

(2.2 に設計基準事

故時等の対応に関

わらないため対象

外としたことを示

す。) 

２ 工場等には、放射線から放射線業務

従事者を防護するため、放射線管理

施設を設けなければならない。 

２ 第２項に規定する「放射線管理施

設」とは、放射線被ばくを監視及

び管理するため、放射線業務従事

者の出入管理、汚染管理及び除染

等を行う施設をいう。 

適合対象 

(2.3 に出入管理等

を行う施設が圧縮

減容装置の設置に

よっても設備の設

計に変更は生じな

いことを示す。) 
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30 条－2 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則の解釈 

備考 

３ 放射線管理施設には、放射線管理に

必要な情報を原子炉制御室その他当

該情報を伝達する必要がある場所に

表示できる設備（安全施設に属する

ものに限る。）を設けなければならな

い。 

３ 第３項に規定する「必要な情報を

原子炉制御室その他当該情報を伝

達する必要がある場所に表示でき

る」とは、原子炉制御室において

放射線管理に必要なエリア放射線

モニタによる空間線量率を、また、

伝達する必要がある場所において

管理区域における空間線量率及び

空気中の放射性物質の濃度及び床

面等の放射性物質の表面密度をそ

れぞれ表示できることをいう。 

適合対象 

(2.4 に放射線管理

に必要な情報を表

示する方針につい

て示す。) 
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30 条－3 

2. 適合のための設計方針等 

 「1. 要求事項」での各要求事項に関して，既許可における適合のための設

計方針等を示すとともに，圧縮減容装置の設置時における適合のための設計方

針等を示す。 

 

2.1 設置許可基準規則第三十条第１項第１号について 

既許可における設計方針等 

 既許可では，固体廃棄物作業建屋は，「核原料物質又は核燃料物質の製錬の

事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」に基づいて管理

区域を定めるとともに通常運転時，定期検査時等において放射線業務従事者等

が受ける線量が線量限度を超えないようにし，さらに放射線業務従事者等の立

入場所における線量を合理的に達成できる限り低減できるよう放射線業務従事

者等の被ばくを低く抑えるために，遮蔽，機器の配置，遠隔操作，放射性物質

の漏えい防止，換気等，所要の放射線防護上の措置を講じた設計としている。 

 また，固体廃棄物作業建屋の仕分け・切断作業における放射線業務従事者の

年間想定被ばく線量は，ドラム缶等発生時の測定値平均 0.01mSv／h と年間最

大作業時間 2,000 時間（1 日 8 時間※，週 40 時間で年間 50 週とする）から，

約 20mSv を見込んでおり，これは「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に

関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」に定められた放射線業

務従事者の線量限度である 1 年当たり 50mSv かつ 5 年当たり 100mSv を満足し

ている。 

※ 現実的な 1 日当たりの作業時間は約 6 時間（1 直作業とし，朝礼及び休憩

等を除いて午前及び午後に 3 時間ずつ）であるが，作業時間が長いほど評価

が保守的となるため，1 日当たりの作業時間を 8 時間と設定した。 
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30 条－4 

【三十条－参考 1】 

【三十条－参考 2】 

 

圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

圧縮減容装置による廃棄物処理に伴い放射線業務従事者の受ける線量を合理

的にできる限り低減できるように，立入頻度及び滞在時間を考慮した上で，放

射線業務従事者の被ばくが十分安全に管理できるよう放射性物質の漏えい防止

及び汚染の拡大防止措置等を講じる設計とする。 

 具体的には，圧縮減容装置は固体廃棄物作業建屋内に設置し，放射線業務従

事者の被ばくを低く抑えるよう後述の「補助遮蔽」，「機器の配置及び遠隔操

作」，「換気系，放射性物質の漏えい防止及び汚染の拡大防止措置」，「所要の放

射線防護上の措置」を講じる設計とする。なお，これらの措置等は，既許可に

おける適合のための設計方針等を踏まえたものである。 

上記の措置により，圧縮減容装置の作業に従事する放射線業務従事者の放射

線量は，既許可の仕分け・切断作業の評価と同様に 1 年当たり約 20mSv を見込

んでおり，これは「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の

規定に基づく線量限度等を定める告示」に定められた放射線業務従事者の線量

限度である 1 年当たり 50mSv かつ 5 年当たり 100mSv を満足している。なお，

仕分け・切断作業は，圧縮減容作業と同じく不燃性雑固体廃棄物を対象として

取り扱い，ドラム缶等から廃棄物を取り出し，仕分け・切断した廃棄物をドラ

ム缶等に封入する。一方，圧縮減容作業は，圧縮減容装置にドラム缶を投入

し，圧縮後の廃棄体をドラム缶等に封入する。仕分け・切断作業と圧縮減容作

業は，取り扱う廃棄物が同種で，放射線環境も同様であるため，従事者が受け

る被ばくは同等である。 
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30 条－5 

したがって，後述の「補助遮蔽」，「機器の配置及び遠隔操作」，「換気系，放

射性物質の漏えい防止及び汚染の拡大防止措置」，「所要の放射線防護上の措

置」を講じる設計は，既許可における適合のための設計方針等を踏まえたもの

であり，本項に適合する。 

  

388



 

30 条－6 

 (1) 補助遮蔽について 

 既許可における設計方針等 

 既許可では，固体廃棄物作業建屋内に第 30－1 表の基準を満足する補助遮

蔽を設置し，固体廃棄物作業建屋の遮蔽設計上の区域区分を第 30－1 図のと

おりとしている。 

なお，例えば仕分け・切断作業エリアの区域区分は，線源となる雑固体廃

棄物又は廃棄体ドラムを取り扱う作業を行っている場合は「Ｅ」，行ってい

ない場合は「Ｃ」であり，当該図において，このように作業状況に応じて区

域区分が変わる場合には両区域区分が記載されている。（「Ｃ－Ｅ」） 

【三十条－参考 1】 

 

第30－1表 遮蔽設計基準 

区 分 
外部放射線に係る 

設計基準線量率 
例 

管理区域外 Ａ 0.0026mSv／h以下  

管理区域内 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

0.01  mSv／h未満 

0.05  mSv／h未満 

0.25  mSv／h未満 

1     mSv／h未満 

1     mSv／h以上 

一般通路 

機器・予備品エリア 

 

仕分け・切断作業エリア

廃棄体搬出作業エリア 
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30 条－7 

第 30－1 図  遮蔽設計上の区域区分 

（固体廃棄物作業建屋 1,2,3 階平面） 
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30 条－8 

 固体廃棄物作業建屋の工事計画の計算書では，不燃性雑固体廃棄物の表面

線量率の評価条件は 0.5mSv／h と設定しており，計算に用いた線源配置及び

線量率評価点は第 30－2 図として設定している。 

【三十条－参考 3】 

第 30－2 図 計算に用いた線源配置及び線量率評価点（1／3） 
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30 条－9 

 

第 30－2 図 計算に用いた線源配置及び線量率評価点（2／3） 
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30 条－10 

 

 

圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

圧縮減容装置により圧縮減容された不燃性雑固体廃棄物は，補助遮蔽の設置

された「固体廃棄物貯蔵庫」又は固体廃棄物作業建屋の「廃棄体搬出作業エリ

ア」に貯蔵保管されることとなるため，第 30－2 表に示される遮蔽設計基準へ

の影響を確認する。 

既許可において，仕分け・切断作業エリアにて取り扱うドラム缶等の表面線

量率は 0.5mSv／h と設定しており，圧縮減容装置を設置する圧縮減容処理エリ

アにおいて取り扱うドラム缶等の表面線量率も 0.5mSv／h と設定する。圧縮減

容処理エリアを追加した固体廃棄物作業建屋の遮蔽設計上の区域区分を第 30

－3 図に示す。 

上記の設計は，既許可における適合のための設計方針等を踏まえたものであ

る。 

なお，圧縮減容装置の運用に当たっては，圧縮対象の不燃性雑固体廃棄物が

収納されたドラム缶等を固体廃棄物貯蔵庫から固体廃棄物作業建屋の圧縮減容

処理エリアに運搬する際には，ドラム缶等の表面線量率が 0.5mSv／h を超えな

第 30－2 図 計算に用いた線源配置及び線量率評価点（3／3） 
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30 条－11 

いことを事前に確認する。また，仕分けした廃棄物を圧縮用のドラム缶に収納

する際は，圧縮後の廃棄体の表面線量率が 0.5mSv／h を超えないように管理す

る。さらに，圧縮体をドラム缶等に収納する際は，放射性廃棄物の貯蔵施設に

保管しているドラム缶等と同様の容器に封入することとし，個々の圧縮体の表

面線量率の大小を考慮したドラム缶等への収納（例：線量率の高い圧縮体と線

量率の低い圧縮体を組み合わせてドラム缶等に収納する）及び収納数の調整

（例：線量率の高い圧縮体を収納する際には収納数を 2 個以下に減らして収納

する）を実施し，収納後のドラム缶等の表面線量率が 0.5mSv／h を超えないよ

う管理する。 
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30 条－12 

  

第 30－3 図  遮蔽設計上の区域区分 

               （固体廃棄物作業建屋 1,2,3 階平面） 

395



 

30 条－13 

(2) 機器の配置及び遠隔操作 

 既許可における設計方針等 

既許可では，固体廃棄物作業建屋は，放射線業務従事者の受ける線量を合

理的に達成できる限り低減できるように，線源からの遠隔又は距離を確保す

るために自動化，遠隔化を図った機器配置を行う設計としている。 

具体的には，比較的高線量の廃棄体を取り扱う廃棄体搬出作業エリアで行

う廃棄事業者の廃棄施設へ廃棄するドラム缶の検査では，廃棄体検査装置の

制御盤をコンクリート壁で区画した部屋に設置し，操作の遠隔化を図るとと

もに線源となる廃棄体ドラム缶と隔離している。 

【三十条－参考 2】 

 圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

圧縮減容装置は「(1) 補助遮蔽について」に示すとおり，取り扱うドラム

缶の表面線量率は十分低くなるよう 0.5mSv／h 以下とする。圧縮用ドラム缶

の圧縮減容装置への投入は線源となるドラム缶から離れた場所からクレーン

により行う設計とするとともに，圧縮減容装置の操作は，線源となるドラム

缶から離れた場所に設置する操作盤により自動で行う設計とする。圧縮減容

装置，クレーン及び操作盤の位置関係（イメージ）を第 30－4 図に示す。 

圧縮減容装置は，圧縮減容処理エリアに設置し，単独で動作する設備のた

め，廃棄体搬出作業エリアに設置された廃棄体検査装置の機器配置や遠隔操

作の設計に影響はない。 

上記の設計は，既許可における適合のための設計方針等を踏まえたもので

ある。 
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30 条－14 

 

第 30－4 図 圧縮減容装置，クレーン及び操作盤の位置関係（イメージ） 

 

(3) 換気系，放射性物質の漏えい防止及び汚染の拡大防止措置について 

 既許可における設計方針等 

既許可において，「仕分け・切断作業エリア」内の壁，天井，扉により区画

された作業場は，固体廃棄物作業建屋の換気設備により負圧が維持されるた

め，外部に放射性物質が漏出することはない。この作業場は，4 回／h 以上の

換気能力を確保する設計としている。 

雑固体廃棄物を収納するドラム缶等を移動する際は，固体廃棄物をドラム

缶等の容器に収納し，パッキン付きの蓋を締めつけた状態で取り扱うことと

している。 

・ドラム缶：本体に蓋を載せ，専用のリング（バンド）を巻きつけ，バッ

クルで締め付けるか又はボルト締めする。 

・鉄箱：本体に蓋を載せ，ボルト締めする。 

ドラム缶等の容器をフォークリフト及び台車等を使用して移動する際は，
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30 条－15 

容器が落下して汚染を拡大させないよう，移動前にフォークリフトや台車へ

の積載状況確認及び容器の蓋の締め付け状況の確認を確実に行っている。 

【三十条－参考 4】 

【三十条－参考 5】 

 圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

 圧縮減容装置は，固体廃棄物作業建屋 1 階の壁，天井，扉により区画され

た作業場に設置する設計とする。この作業場は，4 回／h 以上の換気能力を有

する固体廃棄物作業建屋換気系により，空気中に移行した放射性物質が速や

かに浄化されその濃度が十分低下されるとともに，負圧に保たれ外部に放射

性物質が漏出しないよう設計する。 

 圧縮減容装置は，ドラム缶投入口をフードで囲い，フードからの排気は固

体廃棄物作業建屋換気系へ接続することによりフード内を負圧に維持し，放

射性物質が散逸し難い設計とする。 

圧縮減容装置にて作製された廃棄体は，速やかにドラム缶等に収納すると

ともに，圧縮減容された廃棄体を収納したドラム缶等を移動する際は，パッ

キン付きの蓋を締めつけた状態で取り扱う。 

・ドラム缶：本体に蓋を載せ，専用のリング（バンド）を巻きつけ，バッ

クルで締め付けるか又はボルト締めする。 

・鉄箱：本体に蓋を載せ，ボルト締めする。 

ドラム缶等の容器をフォークリフト及び台車等を使用して移動する際は，

容器が落下して汚染を拡大させないよう，移動前にフォークリフトや台車へ

の積載状況確認及び容器の蓋の締め付け状況の確認を確実に行う。 

上記の設計は，既許可における適合のための設計方針等を踏まえたもので

ある。 
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30 条－16 

(4) 所要の放射線防護上の措置について 

 既許可における設計方針等 

 既許可では，固体廃棄物作業建屋は管理区域として汚染区分Ｂ※に設定

し，放射線業務従事者の被ばく管理を行っている。 

※ 汚染区分 

汚染区分 
表面汚染密度 

（Bq／cm２） 

空気中放射性物質濃度

（Bq／cm３） 

Ａ 汚染のおそれなし 

Ｂ 4 以下 1×10-４以下 

Ｃ 40 以下 1×10-３以下 

Ｄ 40 超過 1×10-３超過 

 

【三十条－参考 6】 

 

 圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

 圧縮減容装置は管理区域として汚染区分Ｂに設定した固体廃棄物作業建屋

内に設置し，圧縮減容装置の作業に従事する放射線業務従事者に対しては，

既許可と同様の被ばく管理を行う。 

 被ばく管理の具体的な例を以下に示す。 

  ・汚染状況に応じた適切な放射線防護具（マスク，汚染防護服）の着用

（防護具の着用状況を第 30－5 図に示す。） 

  ・放射線作業計画の事前承認 

  ・管理区域立入時間の制限 等 

  ・空気中の放射性物質濃度が放射線業務従事者の呼吸する空気中の濃度

限度の 1／10 を超えるか，又はそのおそれのある場合は，高性能粒子

フィルタ付き局所排風機を使用して作業を行う。 

上記の設計は，既許可における適合のための設計方針等を踏まえたもので
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30 条－17 

あり，本項に適合する。 

 

 

第 30－5 図 放射線防護具の着用状況 
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30 条－18 

2.2 設置許可基準規則第三十条第１項第２号について 

 既許可における設計方針等 

中央制御室は，設計基準事故時においても中央制御室内にとどまり各種の操

作を行う運転員が「線量限度等を定める告示」に定められた限度を超える被ば

くを受けないように，遮蔽を設ける等の放射線防護措置を講じた設計としてい

る。 

【三十条－参考 7】 

 

圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

圧縮減容装置の設置は，設計基準事故等の対応に係るものではないため，適

合対象外とする。 
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30 条－19 

2.3 設置許可基準規則第三十条第２項について 

 既許可における設計方針等 

固体廃棄物作業建屋内の，汚染のおそれのある管理区域に出入りする放射線

業務従事者等の出入管理はサービス建屋内の出入管理室で行い，出入管理室に

は，このための出入管理設備及び電子式線量計が備えられた設計としている。

また，サービス建屋内には，汚染のおそれのある管理区域への出入りに伴う汚

染管理を行うため，更衣室，シャワー室及び汚染検査用の測定器等が備えられ

た汚染管理関係施設を設ける設計としている。 

【三十条－参考 8】 

【三十条－参考 9】 

 

圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

圧縮減容処理作業に従事する放射線業務従事者は，既許可における設計方針

等に従い設置された既設の出入管理室及び汚染管理関係施設を用いるため，上

記設備の設計に変更は生じない。 

したがって，既許可における適合のための設計方針等を踏まえたものであ

り，本項に適合する。 
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30 条－20 

2.4 設置許可基準規則第三十条第３項について 

既許可における設計方針等 

既許可では，固体廃棄物作業建屋内にエリア・モニタを設置し，当該場所で

放射線レベルが確認できる指示計を設けるとともに，放射線レベルが設定値を

超えたときには，警報を発する設計としている。 

固体廃棄物作業建屋内の放射線業務従事者が頻繁に立ち入る場所について

は，定期的及び必要の都度，サーベイ・メータによる外部放射線量に係る空間

線量率，サンプリング等による空気中放射性物質の濃度及び床等の表面の放射

性物質の密度の測定を行うとともに，作業場所の入口付近等に空間線量率等の

必要な情報を表示する設計としている。 

【三十条－参考 10】 

 

圧縮減容装置の設置時における設計方針等 

圧縮減容装置の設置場所には，エリアモニタリング設備を新規に設置し，当

該場所で放射線レベルが確認できる指示計を設けるとともに，放射線レベルが

設定値を超えたときには，警報を発する設計とする。 

上記エリアモニタリング設備は，エリア内の空間線量率を中央制御室に指示

記録し，放射線レベルが設定値を超えたときには中央制御室に警報を発する設

計とする。 

 圧縮減容装置を設置する箇所は，放射線業務従事者が頻繁に立ち入る場所で

あるため，圧縮減容処理に当たっては，定期的及び必要の都度，サーベイ・メ

ータによる外部放射線量に係る空間線量率，サンプリング等による空気中放射

性物質の濃度及び床等の表面の放射性物質の密度の測定を行うとともに，作業

場所の入口付近等に空間線量率等の必要な情報を表示する。 

上記の設計は，既許可における適合のための設計方針等を踏まえたものであ
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30 条－21 

り，本項に適合する。 
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30 条－22 

三十条－参考 1 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】
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30 条－23 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】
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30 条－24 

三十条－参考 2 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋の設置について 

補足説明資料」】  
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30 条－25 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋の設置について 

補足説明資料」】  
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30 条－26 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 
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五 発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備 

 ト 放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び設備 

  (3) 固体廃棄物の廃棄設備 

  (ⅰ) 構  造 

     固体廃棄物の廃棄設備（固体廃棄物処理系）は，廃棄物の種類に応

じて処理又は貯蔵保管するため，濃縮廃液貯蔵タンク，使用済粉末樹

脂貯蔵タンク，使用済樹脂貯蔵タンク，クラッドスラリタンク，廃液

スラッジ貯蔵タンク，床ドレンスラッジ貯蔵タンク，減容固化設備，

減容固化体貯蔵室，セメント混練固化装置（東海発電所及び東海第二

発電所共用，既設），減容装置，雑固体廃棄物焼却設備（東海発電所及

び東海第二発電所共用，既設），雑固体減容処理設備（東海発電所及び

東海第二発電所共用，既設），サイトバンカプール，固体廃棄物貯蔵庫

（東海発電所及び東海第二発電所共用，既設），給水加熱器保管庫，固

体廃棄物作業建屋（東海発電所及び東海第二発電所共用，既設），圧縮

減容装置等で構成する。なお，圧縮減容装置は，平成 30 年 9 月 26 日

に許可を受けた原子炉設置変更許可申請書に記載のある設備の使用前

事業者検査の完了後に運用を開始する。 

     濃縮廃液は，濃縮廃液貯蔵タンクで放射能を減衰させた後，減容固

化設備で乾燥・造粒固化後，容器に詰めて減容固化体貯蔵室に貯蔵す

るか，貯蔵した後，セメント混練固化装置でドラム缶内に固化材（セ

メント）と混練して固化し貯蔵保管する。 

     フィルタ脱塩器から発生する使用済樹脂は使用済粉末樹脂貯蔵タン

クに，また，非助材型ろ過装置から発生する廃スラッジはクラッドス

ラリタンクに貯蔵する。 

     脱塩装置から発生する使用済樹脂及び助材型ろ過装置から発生する

別添
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廃スラッジは，使用済樹脂貯蔵タンク，廃液スラッジ貯蔵タンク若し

くは床ドレンスラッジ貯蔵タンクに貯蔵するか又は貯蔵し放射能を減

衰させた後，雑固体廃棄物焼却設備で焼却する。焼却灰は不燃性雑固

体廃棄物として処理する。 

     可燃性雑固体廃棄物は，ドラム缶等に詰めて貯蔵保管するか又は雑

固体廃棄物焼却設備で焼却し，焼却灰は不燃性雑固体廃棄物として処

理する。 

     不燃性雑固体廃棄物は，仕分けし，圧縮減容装置で圧縮可能なもの

は圧縮減容装置で圧縮減容し，ドラム缶等に詰めて貯蔵保管するか又

は固型化材（モルタル）を充填してドラム缶内に固型化し貯蔵保管す

る。その他の不燃性雑固体廃棄物は，圧縮可能なものは減容装置で圧

縮減容し，必要に応じて雑固体減容処理設備で溶融・焼却した後，ド

ラム缶等に詰めて貯蔵保管するか又は固型化材（モルタル）を充填し

てドラム缶内に固型化し貯蔵保管する。 

     第６給水加熱器の取替えに伴い取り外した第６給水加熱器 3 基等は，

所要の遮蔽設計を行った発電所内の給水加熱器保管庫に貯蔵保管した

後，不燃性雑固体廃棄物として処理する。 

     使用済制御棒等の放射化された機器は，使用済燃料プールに貯蔵し

た後，固体廃棄物移送容器に収納しサイトバンカプールに移送し貯蔵

保管する。 

     固体廃棄物作業建屋の仕分け・切断作業エリアでは，不燃性雑固体

廃棄物及び給水加熱器保管庫に貯蔵保管した第６給水加熱器等の仕分

け及び切断を，圧縮減容処理エリアでは，圧縮減容装置にて不燃性雑

固体廃棄物の圧縮減容を行う。また，機器・予備品エリアでは，資機

材の保管を行う。 
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     雑固体廃棄物焼却設備及び雑固体減容処理設備からの排ガスは，フ

ィルタを通し放射性物質濃度を監視しつつ排気筒等から放出する。 

     固体廃棄物処理系は，廃棄物の破砕，圧縮，焼却，溶融・焼却，固

化等の処理過程における放射性物質の散逸等を防止する設計とする。 

     上記濃縮廃液等を詰めたドラム缶等は，所要の遮蔽設計を行った発

電所内の固体廃棄物貯蔵庫又は固体廃棄物作業建屋の廃棄体搬出作業

エリアに貯蔵保管する。また，必要に応じて，固体廃棄物を廃棄事業

者の廃棄施設へ廃棄する。ただし，廃棄体搬出作業エリアには，固体

廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管したドラム缶を含めて，固体廃棄物を詰めた

ドラム缶を，廃棄事業者の廃棄施設へ廃棄するための検査及び搬出ま

での間に限り，貯蔵保管する。 

     なお，セメント混練固化装置，雑固体廃棄物焼却設備，雑固体減容

処理設備，固体廃棄物貯蔵庫及び固体廃棄物作業建屋は東海発電所と

共用する。 
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設
備
）
 

4)
自
動
減
圧
系
 

・
冷
却
水
源
と
し
て
の
サ

プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ

ン
バ
 

Ｓ
         Ｓ
  

・
残
留
熱
除
去
系
海
水
系
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
及

び
そ
の
冷
却
系
・
補
助

施
設
 

・
中
央
制
御
室
の
遮
蔽
と

空
調
設
備
 

・
非
常
用
電
源
及
び
計
装

設
備
（
非
常
用
デ
ィ
ー

ゼ
ル
発
電
機
及
び
そ
の

冷
却
系
・
補
助
施
設
を

含
む
）
 

・
当
該
施
設
の
機
能
維
持

に
必
要
な
空
調
設
備
 

Ｓ Ｓ
    Ｓ
  Ｓ
     Ｓ
 

・
機
器
・
配
管
，
電
気
計

装
設
備
等
の
支
持
構
造

物
 

Ｓ
 

 
・
原
子
炉
建
屋
 

・
海
水
ポ
ン
プ
基
礎
等
の

海
水
系
を
支
持
す
る
構

造
物
 

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
の

燃
料
油
系
を
支
持
す
る

構
造
物
 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

  

Ｓ
Ｓ
 

 

・
タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

・
廃
棄
物
処
理
建
屋
 

・
そ
の
他
 

 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

 

（安全設計に関する説明） 



 

 

5 

 
 
（

つ
づ

き
）

 

耐
震
重
要
度
 

分
 
 
 
類
 

機
 能

 別
 分

 類
 

主
 
要
 
設
 
備

（
注
１
）
 

補
 
助
 
設
 
備

（
注
２
）
 

直
接
支
持
構
造
物

（
注
３
）
 

間
接
支
持
構
造
物

（
注
４
）
 

波
及
的
影
響
を
 

考
慮
す
べ
き
施
設

（
注
５
）
 

適
 
用
 
範
 
囲
 

耐
 
震
 

ク
ラ
ス
 

適
 
用
 
範
 
囲
 

耐
 
震
 

ク
ラ
ス
 

適
 
用
 
範
 
囲
 

耐
 
震
 

ク
ラ
ス
 

適
 
用
 
範
 
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

適
 
用
 
範
 
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

Ｓ
ク
ラ
ス
 

(ⅵ
) 
原
子
炉
冷
却
材
圧

力
バ
ウ
ン
ダ
リ
破
損

事
故
の
際
に
，
圧
力

障
壁
と
な
り
放
射
性

物
質
の
放
散
を
直
接

防
ぐ
た
め
の
施
設
 

・
原
子
炉
格
納
容
器
 

・
原
子
炉
格
納
容
器
バ
ウ

ン
ダ
リ
に
属
す
る
配

管
・
弁
 

Ｓ
 

Ｓ
 

・
隔

離
弁

を
閉

と
す

る
た
め
に
必
要
な
電
気
計

装
設
備
 

Ｓ
・
機
器
・
配
管
，
電
気
計

装
設
備
等
の
支
持
構
造

物
 

Ｓ
  

・
原
子
炉
建
屋
 

Ｓ
Ｓ
 

  

・
原
子
炉
ウ
ェ
ル
用
遮
 

蔽
ブ
ロ
ッ
ク
 

・
タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

・
廃
棄
物
処
理
建
屋
 

・
そ
の
他
 

Ｓ
Ｓ
 

 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

(ⅶ
) 
放
射
性
物
質
の
放

出
を
伴
う
よ
う
な
事

故
の
際
に
，
そ
の
外

部
放
散
を
抑
制
す
る

た
め
の
設
備
で
あ

り
，
(ⅵ

)以
外
の
施

設
 

  

・
残
留
熱
除
去
系
（
格
納

容
器
ス
プ
レ
イ
冷
却
モ

ー
ド
運
転
に
必
要
な
設

備
）
 

・
可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
 

系
 

・
原
子
炉
建
屋
原
子
炉
棟
 

・
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
 

・
非
常
用
ガ
ス
再
循
環
系
 

・
原
子
炉
格
納
容
器
圧
力

低
減
装
置
（
ダ
イ
ヤ
フ

ラ
ム
・
フ
ロ
ア
，
ベ
ン

ト
管
）

 

・
冷
却
水
源
と
し
て
の
サ

プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ

ン
バ
 

Ｓ
    Ｓ
  Ｓ
 

Ｓ
 

Ｓ
 

Ｓ
    Ｓ
  

・
残
留
熱
除
去
系
海
水

系
 

・
非
常
用
電
源
及
び
計

装
設
備
（
非
常
用
デ
ィ

ー
ゼ
ル
発
電
機
及
び
そ

の
冷
却
系
・
補
助
施
設

を
含
む
）
 

・
当
該
施
設
の
機
能
維

持
に
必
要
な
空
調
設
備
 

Ｓ  Ｓ
 

    
Ｓ
 

・
機
器
・
配
管
，
電
気
計

装
設
備
等
の
支
持
構
造

物
 

Ｓ
 

  
 

・
原
子
炉
建
屋
 

・
原
子
炉
本
体
の
基
礎
 

（
注
７
）
 

・
海
水
ポ
ン
プ
基
礎
等
の
 

海
水
系
を
支
持
す
る
構

造
物
 

・
排
気
筒
 

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
の

燃
料
油
系
を
支
持
す
る

構
造
物
 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

 

Ｓ
Ｓ
 

  
Ｓ

Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

 

・
タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

・
廃
棄
物
処
理
建
屋
 

・
そ
の
他
 

 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

 

 

(ⅷ
) 
津
波
防
護
機
能
を

有
す
る
設
備
及
び
浸

水
防
止
機
能
を
有
す

る
設
備

 

 

・
防
潮
堤
 

・
防
潮
扉
 

・
放
水
路
ゲ
ー
ト
 

・
構
内
排
水
路
逆
流
防
止
設

備
 

・
貯
留
堰
 

・
浸
水
防
止
蓋
 

・
貫
通
部
止
水
処
置
 

Ｓ
 

Ｓ
 

Ｓ
 

Ｓ
  Ｓ
 

Ｓ
 

Ｓ
 

・
非

常
用

電
源

及
び

計
装
設
備
（
非
常
用
デ
ィ

ー
ゼ
ル
発
電
機
及
び
そ

の
冷
却
系
・
補
助
施
設

を
含
む
）
 

Ｓ
・
機
器
・
配
管
，
電
気
計

装
設
備
等
の
支
持
構
造

物
 

Ｓ
 

・
原
子
炉
建
屋
 

・
当
該
の
屋

外
設
備
を
支

持
す
る
構
造
物
 

・
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機

の
燃

料
油

系
を

支
持

す
る

構
造
物
 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

 
Ｓ

Ｓ
 

 

・
タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

・
廃
棄
物
処
理
建
屋
 

・
そ
の
他
 

 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

 

(ⅸ
) 
敷
地
に
お
け
る
津

波
監
視
機
能
を
有
す

る
施
設
 

 

・
取
水
ピ
ッ
ト
水
位
計
 

・
潮
位
計
 

・
津
波
・
構
内
監
視
カ
メ
ラ

Ｓ
 

Ｓ
 

Ｓ
 

・
非
常
用
電
源
及
び
計

装
設
備
（
非
常
用
デ
ィ

ー
ゼ
ル
発
電
機
及
び
そ

の
冷
却
系
・
補
助
施
設

を
含
む
）
 

Ｓ  
・
機
器
・
配
管
，
電
気
計

装
設
備
等
の
支
持
構
造

物
 

Ｓ
  

・
原
子
炉
建
屋
 

・
当
該
の
屋
外
設
備
を
支

持
す
る
構
造
物
 

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
の

燃
料
油
系
を
支
持
す
る

構
造
物
 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

 

Ｓ
Ｓ
 

 

・
タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

・
廃
棄
物
処
理
建
屋
 

・
そ
の
他
 

 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

 

(ⅹ
) 
そ
の
他
 

 
・
ほ
う
酸
水
注
入
系
 （
注
８
）

・
圧
力
容
器
内
部
構
造
物
 

（
注
９
）

Ｓ
  Ｓ
 

・
非
常
用
電
源
及
び
計

装
設
備
（
非
常
用
デ
ィ

ー
ゼ
ル
発
電
機
及
び
そ

の
冷
却
系
・
補
助
施
設

を
含
む
）
 

Ｓ  
・
機
器
・
配
管
，
電
気
計

装
設
備
等
の
支
持
構
造

物
 

・
原
子
炉
圧
力
容
器
 

Ｓ
   Ｓ
 

・
原
子
炉
建
屋
 

・
原
子
炉
本
体
の
基
礎
 

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
の

燃
料
油
系
を
支
持
す
る

構
造
物
 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

・
タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

・
廃
棄
物
処
理
建
屋
 

・
そ
の
他
 

 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
 

 



 

 

6 

 
 
（

つ
づ

き
）

 

耐
震
重
要
度
 

分
 
 
 
類
 

機
 能

 別
 分

 類
 

主
 
要
 
設
 
備

（
注
１
）
 

補
 
助
 
設
 
備

（
注
２
）
 

直
接
支
持
構
造
物

（
注
３
）
 

間
接
支
持
構
造
物

（
注
４
）
 

適
 
用
 
範
 
囲
 

耐
 
震
 

ク
ラ
ス
 

適
 
用
 
範
 
囲
 

耐
 
震
 

ク
ラ
ス
 

適
 
用
 
範
 
囲
 

耐
 
震
 

ク
ラ
ス
 

適
 
用
 
範
 
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

Ｂ
ク
ラ
ス
 

(ⅰ
) 
原
子
炉
冷
却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ
リ
に
直
接
接

続
さ
れ
て
い
て
，
一
次

冷
却
材
を
内
蔵
し
て
い

る
か
又
は
内
蔵
し
得
る

施
設
 

  

・
主
蒸
気
系
（
外
側
主
蒸
気

隔
離
弁
よ
り
主
塞
止
弁
ま

で
）
 

Ｂ
 

（
注
１
０
）

 
－
 

－
 

・
機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造

物
 

Ｂ
 

・
原
子
炉
建
屋
 

・
タ
ー
ビ
ン
建
屋
（
外
側
主
蒸

気
隔
離
弁
よ
り
主
塞
止
弁
ま

で
の
配
管
・
弁
を
支
持
す
る

部
分
）
 

Ｓ
ｄ
 

Ｓ
ｄ
 

 

・
主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
排

気
管
 

Ｂ
 

（
注
１
１
）

－
 

－
 

・
機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造

物
 

Ｂ
 

・
原
子
炉
建
屋
 

Ｓ
Ｓ
 

 

・
主
蒸
気
系
及
び
給
水
系
 

・
原
子
炉
冷
却
材
浄
化
系
 

Ｂ
 

Ｂ
 

－
 

－
 

・
機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造

物
 

Ｂ
 

・
原
子
炉
建
屋
 

・
タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
 

(ⅱ
) 
放
射
性
廃
棄
物
を
内

蔵
し
て
い
る
施
設
（
た

だ
し
，
内
蔵
量
が
少
な

い
又
は
貯
蔵
方
式
に
よ

り
，
そ
の
破
損
に
よ
る

公
衆
に
与
え
る
放
射
線

の
影
響
が
周
辺
監
視
区

域
外
に
お
け
る
年
間
の

線
量
限
度
に
比
べ
十
分

小
さ
い
も
の
は
除
く
）
 

・
放
射
性
廃
棄
物
処
理
施
設

（
Ｃ
ク
ラ
ス
に
属
す
る
も

の
は
除
く
）
 

Ｂ
 

 

－
 

－
 

・
機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造

物
 

Ｂ
 

・
原
子
炉
建
屋
 

・
廃
棄
物
処
理
建
屋
 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
 

 

(ⅲ
) 
放
射
性
廃
棄
物
以
外

の
放
射
性
物
質
に
関
 

連
し
た
施
設
で
，
そ
 

の
破
損
に
よ
り
，
公
 

衆
及
び
従
事
者
に
過
 

大
な
放
射
線
被
ば
く
 

を
与
え
る
可
能
性
の
 

あ
る
施
設
 

・
タ
ー
ビ
ン
，
主
復
水
器
，

給
水
加
熱
器
及
び
そ
の
主

要
配
管
 

・
復
水
脱
塩
装
置
 

・
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
 

・
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
浄
化
系
 

・
放
射
線
低
減
効
果
の
大
き

い
遮
蔽
 

・
制
御
棒
駆
動
水
圧
系
（
放

射
性
流
体
を
内
蔵
す
る
部

分
）
 

・
原
子
炉
建
屋
ク
レ
ー
ン
 

・
燃
料
取
替
機
 

・
使
用
済
燃
料
乾
式
貯
蔵
建

屋
天
井
ク
レ
ー
ン
 

・
制
御
棒
貯
蔵
ラ
ッ
ク
 

Ｂ
   Ｂ
 

Ｂ
 

Ｂ
 

Ｂ
  Ｂ
   Ｂ
 

Ｂ
 

Ｂ
  Ｂ
 

－
 

－
 

・
機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造

物
 

Ｂ
 

 
・
原
子
炉
建
屋
 

・
タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

・
廃
棄
物
処
理
建
屋
 

・
使
用
済
燃
料
乾
式
貯
蔵
建
屋
 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
 

 

 

 



 

 

7 

 
 
 
 
（

つ
づ

き
）

 

耐
震
重
要
度
 

分
 
 
 
類
 

機
 能

 別
 分

 類
 

主
 
要
 
設
 
備

（
注
１
）
 

補
 
助
 
設
 
備

（
注
２
）
 

直
接
支
持
構
造
物

（
注
３
）
 

間
接
支
持
構
造
物

（
注
４
）
 

適
 
用
 
範
 
囲
 

耐
 
震
 

ク
ラ
ス
 

適
 
用
 
範
 
囲
 

耐
 
震
 

ク
ラ
ス
 

適
 
用
 
範
 
囲
 

耐
 
震
 

ク
ラ
ス
 

適
 
用
 
範
 
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

（
注
６
）
 

Ｂ
ク
ラ
ス
 

(ⅳ
) 
使
用
済
燃
料
を
冷

却
す
る
た
め
の
施
設
 

・
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
浄
化
系
 

Ｂ
 

・
原
子
炉
補
機
冷
却
系
 

・
補
機
冷
却
系
海
水
系
 

・
電
気
計
装
設
備
 

 

Ｂ
 

Ｂ
 

Ｂ
 

・
機
器
・
配
管
，
電
気
計
装
設

備
等
の
支
持
構
造
物
 

Ｂ
 

・
原
子
炉
建
屋
 

・
海
水
ポ
ン
プ
基
礎
等
の
海
水

系
を
支
持
す
る
構
造
物
 

Ｓ
Ｂ
 

Ｓ
Ｂ
 

 

(ⅴ
) 
放
射
性
物
質
の
放
出

を
伴
う
よ
う
な
場
合

に
，
そ
の
外
部
放
散
を

抑
制
す
る
た
め
の
施
設

で
，
Ｓ
ク
ラ
ス
に
属
さ

な
い
施
設
 

 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

Ｃ
ク
ラ
ス
 

(ⅰ
) 
原
子
炉
の
反
応
度
を

制
御
す
る
た
め
の
施
設

で
Ｓ
ク
ラ
ス
及
び
Ｂ
ク

ラ
ス
に
属
さ
な
い
施
設
 

 

・
再
循
環
流
量
制
御
系
 

・
制
御
棒
駆
動
水
圧
系
（
Ｓ

ク
ラ
ス
及
び
Ｂ
ク
ラ
ス
に

属
さ
な
い
部
分
）
 

Ｃ
 

Ｃ
 

－
 

－
 

・
機
器
・
配
管
，
電
気
計
装
設

備
等
の
支
持
構
造
物
 

Ｃ
 

 
・
原
子
炉
建
屋
 

Ｓ
Ｃ
 

(ⅱ
) 
放
射
性
物
質
を
内
蔵

し
て
い
る
か
，
又
は
こ

れ
に
関
連
し
た
施
設
で

Ｓ
ク
ラ
ス
及
び
Ｂ
ク
ラ

ス
に
属
さ
な
い
施
設
 

  

・
試
料
採
取
系
 

・
洗
濯
廃
液
処
理
系
 

・
固
化
装
置
よ
り
下
流
の
固

体
廃
棄
物
処
理
系
（
貯
蔵

庫
を
含
む
）
 

・
雑
固
体
減
容
処
理
設
備
 

・
放
射
性
廃
棄
物
処
理
施
設

の
う
ち
濃
縮
装
置
の
凝
縮

水
側
 

・
新
燃
料
貯
蔵
庫
 

・
圧
縮
減
容
装
置
 

・
そ
の
他
 

Ｃ
 

Ｃ
 

Ｃ
   Ｃ
 

Ｃ
   Ｃ
 

Ｃ
 

Ｃ
 

－
 

－
 

・
機
器
・
配
管
，
電
気
計
装
設

備
等
の
支
持
構
造
物
 

Ｃ
 

 
・
原
子
炉
建
屋
 

・
タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

・
廃
棄
物
処
理
建
屋
 

・
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
庫
 

・
給
水
加
熱
器
保
管
庫
 

・
固
体
廃
棄
物
作
業
建
屋
 

Ｓ
Ｃ
 

Ｓ
Ｃ
 

Ｓ
Ｃ
 

Ｓ
Ｃ
 

Ｓ
Ｃ
 

Ｓ
Ｃ
 

 

 

 
 



 

 

8 

 
 
 

 
 

（
つ

づ
き

）
 

耐
震
重
要
度
 

分
 
 
 
類
 

機
 能

 別
 分

 類
 

主
 
要
 
設
 
備

（
注
１
）
 

補
 
助
 
設
 
備

（
注
２
）
 

直
接
支
持
構
造
物

（
注
３
）
 

間
接
支
持
構
造
物

（
注
４
）
 

適
 
用
 
範
 
囲
 

耐
 
震
 

ク
ラ
ス
 

適
 
用
 
範
 
囲
 

耐
 
震
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２
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補

助
設
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接
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設
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。
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造
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れ
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Ｓ
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損
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と

を
確

認
す

る
。
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1.9 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針 

1.9.10 発電用原子炉設置変更許可申請（令和 3 年 6 月 25 日申請）に係る安

全設計の方針 

1.9.10.1 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則（平成 25 年 6 月 19 日制定）」に対する適合 
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第三条 設計基準対象施設の地盤 

 

設計基準対象施設は、次条第二項の規定により算定する地震力（設計基

準対象施設のうち、地震の発生によって生ずるおそれがあるその安全機能

の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度が特に大きいもの（以

下「耐震重要施設」という。）及び兼用キャスクにあっては、同条第三項

に規定する基準地震動による地震力を含む。）が作用した場合においても

当該設計基準対象施設を十分に支持することができる地盤に設けなければ

ならない。ただし、兼用キャスクにあっては、地盤により十分に支持され

なくてもその安全機能が損なわれない方法により設けることができるとき

は、この限りでない。 

 

適合のための設計方針 

圧縮減容装置は，耐震重要度分類Ｃクラスに応じて算定する地震力が作用

した場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有する地盤に設置する。 
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第四条 地震による損傷の防止 

 

１ 設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることができるものでなけ

ればならない。 

２ 前項の地震力は、地震の発生によって生ずるおそれがある設計基準対

象施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度に

応じて算定しなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項及び第２項について 

圧縮減容装置は，耐震重要度分類Ｃクラスに分類し，それに応じて設定し

た地震力に対しておおむね弾性範囲の設計を行う。 
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第六条 外部からの衝撃による損傷の防止 

 

１ 安全施設（兼用キャスクを除く。）は、想定される自然現象（地震及

び津波を除く。次項において同じ。）が発生した場合においても安全機

能を損なわないものでなければならない。 

３ 安全施設（兼用キャスクを除く。）は、工場等内又はその周辺におい

て想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれ

がある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。以下「人

為による事象」という。）に対して安全機能を損なわないものでなけれ

ばならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

圧縮減容装置を含む固体廃棄物処理系は，発電所敷地で想定される洪水，

風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，

森林火災及び高潮の自然現象（地震及び津波を除く。）が発生した場合にお

いても安全機能を損なわない設計とする。また，発電所敷地で想定される自

然現象又はその組合せに遭遇した場合において，自然現象そのものがもたら

す環境条件及びその結果として安全施設で生じ得る環境条件を考慮する。 

 

第３項について 

圧縮減容装置を含む固体廃棄物処理系は，発電所敷地又はその周辺におい

て想定される飛来物（航空機落下），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，

有毒ガス，船舶の衝突及び電磁的障害の発電用原子炉施設の安全性を損なわ

せる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるもの
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を除く。）に対して，安全機能を損なわない設計とする。 
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第八条 火災による損傷の防止 

 

 設計基準対象施設は、火災により発電用原子炉施設の安全性が損なわれ

ないよう、火災の発生を防止することができ、かつ、早期に火災発生を

感知する設備（以下「火災感知設備」という。）及び消火を行う設備

（以下「消火設備」といい、安全施設に属するものに限る。）並びに火

災の影響を軽減する機能を有するものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

圧縮減容装置を含む固体廃棄物処理系は，火災により発電用原子炉施設の

安全性を損なわないよう，火災発生防止，火災感知及び消火並びに火災の影

響軽減の措置を講じるものとする。 

(1) 火災発生防止 

電気系統については，必要に応じて過電流継電器等の保護装置と遮断器

の組合せ等により，過電流による過熱，焼損の防止を図るとともに，必要

な電気設備に接地を施す設計とする。 

落雷や地震により火災が発生する可能性を低減するため，避雷設備を設

ける設計とする。 

(2) 火災感知及び消火 

圧縮減容装置を含む固体廃棄物処理系に対して消防法又は建築基準法に

基づく火災感知器を設ける設計とする。 

圧縮減容装置を設置する固体廃棄物作業建屋の消火設備は，手動操作に

よる水消火設備及び消火器を設置する設計とする。 

(3) 火災の影響軽減のための対策 

圧縮減容装置が設置される火災区域については，3 時間以上の耐火能力
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を有する耐火壁（耐火隔壁，貫通部シール，防火扉，防火ダンパ等）によ

って隣接する他の火災区域から分離された設計とする。 
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第九条 溢水による損傷の防止等 

 

１ 安全施設は、発電用原子炉施設内における溢水が発生した場合におい

ても安全機能を損なわないものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

  圧縮減容装置を含む固体廃棄物処理系は，発電用原子炉施設内における溢

水が発生した場合においても，安全機能を損なわない設計とする。 
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第十条 誤操作の防止 

 

１ 設計基準対象施設は、誤操作を防止するための措置を講じたものでな

ければならない。 

２ 安全施設は、容易に操作することができるものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

圧縮減容装置は，作業員の誤操作を防止するため，盤の配置，操作器具等

の操作性に留意するとともに，状態表示及び警報表示により圧縮減容装置の

状態が正確，かつ迅速に把握できる設計とする。また，保守点検において誤

りが生じにくいよう留意した設計とする。 

 

第２項について 

圧縮減容装置は，当該操作が必要となる理由となった事象が有意な可能性

をもって同時にもたらされる環境条件及び発電用原子炉施設で有意な可能性

をもって同時にもたらされる環境条件（地震，内部火災，内部溢水，ばい煙，

有毒ガス，降下火砕物及び凍結による操作雰囲気の悪化）を想定しても，容

易に操作することができる設計とする。外部電源喪失時においては，圧縮減

容装置は自動停止する設計とする。 

17
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第十二条 安全施設 

 

１ 安全施設は、その安全機能の重要度に応じて、安全機能が確保された

ものでなければならない。 

３ 安全施設は、設計基準事故及び設計基準事故に至るまでの間に想定さ

れる全ての環境条件において、その機能を発揮することができるもので

なければならない。 

４ 安全施設は、その健全性及び能力を確認するため、その安全機能の重

要度に応じ、発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査ができる

ものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

圧縮減容装置を含む固体廃棄物処理系は，「発電用軽水型原子炉施設の安

全機能の重要度分類に関する審査指針」に基づき，それが果たす安全機能の

性質に応じて分類し，十分高い信頼性を確保し，かつ，維持し得る設計とす

る。 

 

第３項について 

圧縮減容装置を含む固体廃棄物処理系の設計条件を設定するに当たっては，

材料疲労，劣化等に対しても十分な余裕をもって機能維持が可能となるよう，

通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に想定される圧

力，温度，湿度，放射線量等各種の環境条件を考慮し，十分安全側の条件を

与えることにより，これらの条件下においても期待されている安全機能を発

揮できる設計とする。 
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第４項について 

  圧縮減容装置を含む固体廃棄物処理系は，定期的な試験又は検査を行うこ

とにより，その機能の健全性を確認できる設計とする。 
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第二十七条 放射性廃棄物の処理施設 

 

工場等には、次に掲げるところにより、通常運転時において放射性廃

棄物（実用炉規則第二条第二項第二号に規定する放射性廃棄物をいう。

以下同じ。）を処理する施設（安全施設に係るものに限る。以下この条に

おいて同じ。）を設けなければならない。 

 三 固体状の放射性廃棄物の処理に係るものにあっては、放射性廃棄物

を処理する過程において放射性物質が散逸し難いものとすること。 

 

適合のための設計方針 

圧縮減容装置は，ドラム缶投入口をフードで囲い，フード内を排気するこ

とで，処理する過程において放射性物質が散逸し難い設計とする。 
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第三十条 放射線からの放射線業務従事者の防護 

 

１ 設計基準対象施設は、外部放射線による放射線障害を防止する必要が

ある場合には、次に掲げるものでなければならない。 

 一 放射線業務従事者（実用炉規則第二条第二項第七号に規定する放射

線業務従事者をいう。以下同じ。）が業務に従事する場所における放射

線量を低減できるものとすること。 

３ 放射線管理施設には、放射線管理に必要な情報を原子炉制御室その他

当該情報を伝達する必要がある場所に表示できる設備（安全施設に属す

るものに限る。）を設けなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項第１号について 

圧縮減容装置は，「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」に基

づいて管理区域を定め，通常運転時，定期検査時等において放射線業務従

事者が受ける線量が「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規

則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」に定められた限度を超えな

いようにし，不要の被ばくを防止するような遮蔽及び機器の配置等が行わ

れた固体廃棄物作業建屋内に設置する設計とする。 

なお，固体廃棄物作業建屋の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者

の立入り頻度，滞在時間等を考慮して外部放射線に係る基準線量率を設け，

これを満足し，換気空調系においても適切な換気回数を確保して，建屋内

の環境の浄化を行う設計とする。 

 

第３項について 
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圧縮減容装置の設置場所の放射線監視のため，エリアモニタリング設備

を設け，中央制御室内に記録，指示を行い，放射線レベル設定値を超えた

場合は警報を発するようにする。また，放射線業務従事者が特に頻繁に立

ち入る箇所については定期的及び必要の都度，サーベイ・メータによる外

部放射線に係る放射線量率，サンプリング等による空気中放射性物質濃度

及び床面等の表面の放射性物質の密度の測定を行う設計とする。 
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7. 放射性廃棄物の廃棄施設 

7.3 固体廃棄物処理系 

7.3.1 概  要 

  固体廃棄物処理系は，廃棄物の種類に応じて，処理又は貯蔵保管するため，

濃縮廃液貯蔵タンク，使用済粉末樹脂貯蔵タンク，使用済樹脂貯蔵タンク，

クラッドスラリタンク，廃液スラッジ貯蔵タンク，床ドレンスラッジ貯蔵タ

ンク，減容固化設備，減容固化体貯蔵室，セメント混練固化装置（東海発電

所及び東海第二発電所共用，既設），減容装置，雑固体廃棄物焼却設備（東海

発電所及び東海第二発電所共用，既設），雑固体減容処理設備（東海発電所及

び東海第二発電所共用，既設），サイトバンカプール，固体廃棄物貯蔵庫（東

海発電所及び東海第二発電所共用，既設），給水加熱器保管庫，固体廃棄物作

業建屋（東海発電所及び東海第二発電所共用，既設），圧縮減容装置等で構成

する。 

  なお，セメント混練固化装置，雑固体廃棄物焼却設備，雑固体減容処理設

備，固体廃棄物貯蔵庫及び固体廃棄物作業建屋は，東海発電所と共用する。 

  主要な固体廃棄物としては次のものがある。 

 (1) 濃縮廃液 

 (2) 使用済樹脂 

 (3) 廃スラッジ 

 (4) 雑固体廃棄物（布，紙，小器具，使用済空気フィルタ等） 

 (5) 第６給水加熱器等 

 (6) 使用済制御棒，チャンネルボックス等 

  固体廃棄物処理系統概要図を第 7.3－1 図に示す。 
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7.3.2 設計方針 

(4) 可燃性雑固体廃棄物は，ドラム缶等に詰めて貯蔵保管するか又は焼却

し，焼却灰は不燃性雑固体廃棄物として処理する。不燃性雑固体廃棄物は，

仕分けし，圧縮減容装置で圧縮可能なものは圧縮減容装置で圧縮減容し，

ドラム缶等に詰めて貯蔵保管するか又はドラム缶内に固型化し貯蔵保管

する。その他の不燃性雑固体廃棄物は，圧縮可能なものは減容装置で圧縮

減容し，必要に応じて溶融・焼却した後，ドラム缶等に詰めて貯蔵保管す

るか又はドラム缶内に固型化し貯蔵保管する。 

(7) 固体廃棄物作業建屋（東海発電所及び東海第二発電所共用，既設）の仕

分け・切断作業エリアでは，不燃性雑固体廃棄物及び給水加熱器保管庫に

貯蔵保管した第６給水加熱器等の仕分け及び切断を，圧縮減容処理エリア

では，圧縮減容装置にて不燃性雑固体廃棄物の圧縮減容を行う。また，機

器・予備品エリアでは，資機材の保管を行う。 

 

7.3.3 主要設備 

 (4) 雑固体廃棄物の処理 

   雑固体廃棄物の処理を行う設備は，雑固体廃棄物焼却設備，減容装置，

雑固体減容処理設備（東海発電所及び東海第二発電所共用，既設）及び圧

縮減容装置である。 

   可燃性雑固体廃棄物は，ドラム缶等に詰めて貯蔵保管するか又は雑固体

廃棄物焼却設備で焼却し，焼却灰は不燃性雑固体廃棄物として処理する。

雑固体廃棄物焼却設備の排ガスは，セラミックフィルタ及び高性能粒子フ

ィルタを通し（除染係数 10５以上）（１）廃棄物処理建屋排気口（地上高約 50m）

から放射性物質濃度を監視しつつ放出する。不燃性雑固体廃棄物は，仕分

けし，圧縮減容装置で圧縮可能なものは圧縮減容装置で圧縮減容し，ドラ
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ム缶等に詰めて貯蔵保管するか又は固型化材（モルタル）を充填してドラ

ム缶内に固型化し貯蔵保管する。その他の不燃性雑固体廃棄物は，圧縮可

能なものは減容装置で圧縮減容し，必要に応じて雑固体減容処理設備で溶

融・焼却した後，ドラム缶等に詰めて貯蔵保管するか又は固型化材（モル

タル）を充填してドラム缶内に固型化し貯蔵保管する。雑固体減容処理設

備の排ガスはセラミックフィルタ及び高性能粒子フィルタを通し（除染係

数 10７以上)（２）（３）排気筒から放射性物質濃度を監視しつつ放出する。 

 (7) 固体廃棄物作業建屋（東海発電所及び東海第二発電所共用，既設）での

不燃性雑固体廃棄物の処理等 

   仕分け・切断作業エリアでは，不燃性雑固体廃棄物の仕分け及び切断作

業を行う。圧縮減容処理エリアでは，圧縮減容装置にて不燃性雑固体廃棄

物の圧縮減容を行う。なお，仕分け及び切断作業を行う仕分け・切断作業

エリアの一部並びに圧縮減容を行う圧縮減容処理エリアからなる作業場は，

放射性物質の散逸を防止するため，周囲から区画し，作業中は当該区域を

負圧に維持する等の汚染拡大防止措置を講じる。 

   機器・予備品エリアでは，資機材の保管を行う。 



 

26 

 

第7.3－1表 固体廃棄物処理系主要仕様 

 (1) タンク類 

タンク名 基数 
容 量 

（m３／基） 
材 料 

濃縮廃液貯蔵タンク 3 約 90 炭素鋼 

使用済粉末樹脂貯蔵タンク 2 約 140 ステンレス鋼 

使用済樹脂貯蔵タンク 
1 約 130 ステンレス鋼 

2 約 250 ステンレス鋼 

クラッドスラリタンク 2 約 250 ステンレス鋼 

廃液スラッジ貯蔵タンク 2 約 160 炭素鋼 

床ドレンスラッジ貯蔵タンク 1 約 110 炭素鋼 

 (2) 減容固化設備 

    乾燥装置 

     型 式        たて置遠心薄膜式 

     基 数        1 

    造粒装置 

     型 式        2 軸形ロール式 

     基 数        1 

 (3) 減容固化体貯蔵室 

     構 造        鉄筋コンクリート造 

     面 積        約 250m２ 

     容 量        約 1,400m３ 

 (4) セメント混練固化装置（東海発電所及び東海第二発電所共用，既設） 

     型 式        セメント固化式 

     基 数        1 
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(5) 減容装置 

     型 式        油圧式 

     基 数        1 

 (6) 雑固体廃棄物焼却設備（東海発電所及び東海第二発電所共用，既設） 

     型 式        自燃式 

     基 数        1 

     容 量        約 3.14×10６kJ／h 

（約 750,000kcal／h） 

 (7) 雑固体減容処理設備（東海発電所及び東海第二発電所共用，既設） 

     型 式        高周波誘導加熱・２次燃焼器・セラミ

ック・高性能粒子フィルタ式 

     基 数        1 

     容 量        約 6,400 本 

（200L ドラム缶相当）／年 

（24 時間／日，約 200 日／年運転時） 

 (8) 固体廃棄物移送容器 

     基 数        1 

     容 量        約 3.4m３ 

 (9) サイトバンカプール 

     基 数        1 

     構 造        鉄筋コンクリート造ステンレス鋼ライ

ニング 

     容 量        約 1,900m３ 

(10) 固体廃棄物貯蔵庫Ａ（東海発電所及び東海第二発電所共用，既設） 

     位 置        発電所敷地内 

     構 造        鉄筋コンクリート造 
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（地下 1 階，地上 1 階） 

     面 積        延 約 5,300m２ 

     貯 蔵 能 力        約 25,000 本（200L ドラム缶相当） 

(11) 固体廃棄物貯蔵庫Ｂ（東海発電所及び東海第二発電所共用，既設） 

     位 置        発電所敷地内 

     構 造        鉄筋コンクリート造 

（地下 1 階,地上 2 階） 

     面 積        延 約 10,000m２ 

     貯 蔵 能 力        約 48,000 本（200L ドラム缶相当） 

(12) 給水加熱器保管庫 

     位 置        発電所敷地内 

     構 造        鉄筋コンクリート造（地上 1 階） 

     容 量        約 5,100m３（第６給水加熱器 3 基等） 

(13) 固体廃棄物作業建屋（東海発電所及び東海第二発電所共用，既設） 

     位 置        発電所敷地内 

     構 造        鉄筋コンクリート造 

（一部鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄

骨造）（地上 3 階） 

     面 積        固体廃棄物作業建屋の延面積  

約 6,200m２ 

（廃棄体搬出作業エリアの延面積  

約 2,700m２） 

（仕分け・切断作業エリアの面積  

約 830m２） 

 (圧縮減容処理エリアの面積   

約 70m２） 
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（機器・予備品エリアの面積  

約 1,400m２） 

     貯 蔵 能 力        廃棄事業者の廃棄施設へ廃棄するた

めの検査及び搬出までの間，貯蔵保管

する 200L ドラム缶約 3,000 本（廃棄

体搬出作業エリア） 

(14) 圧縮減容装置 

     型 式        油圧式 

     基 数        1 
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8. 放射線管理施設

8.3 遮蔽設備

第 8.3－8 図  遮蔽設計上の区域区分 

（固体廃棄物作業建屋 1,2,3 階平面） 

は，営業秘密又は防護上の観点から公開できません。
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（放射線の管理に関する説明） 

4. 放射性廃棄物処理 

4.1 放射性廃棄物処理の基本的考え方 

(3) 固体廃棄物は，その種類に応じてタンク等に貯蔵するか又はドラム缶等

に詰めて固体廃棄物貯蔵庫又は固体廃棄物作業建屋の廃棄体搬出作業エ

リアに貯蔵保管する。また，必要に応じて，固体廃棄物を廃棄事業者の廃

棄施設へ廃棄する。ただし，廃棄体搬出作業エリアには，固体廃棄物貯蔵

庫に貯蔵保管したドラム缶を含めて，固体廃棄物を詰めたドラム缶を，廃

棄事業者の廃棄施設へ廃棄するための検査及び搬出までの間に限り，貯蔵

保管する。原子炉冷却材浄化系及び燃料プール冷却浄化系フィルタ脱塩器

から発生する使用済粉末樹脂は，使用済粉末樹脂貯蔵タンクに，また，非

助材型ろ過装置から発生する廃スラッジはクラッドスラリタンクに貯蔵

する。復水脱塩装置及び液体廃棄物処理系脱塩装置から発生する使用済樹

脂及び液体廃棄物処理系助材型ろ過装置から発生する廃スラッジは貯蔵

タンクに貯蔵するか又は貯蔵し放射能を減衰させた後，雑固体廃棄物焼却

設備で焼却し，焼却灰は不燃性雑固体廃棄物として処理する。濃縮廃液は，

濃縮廃液貯蔵タンクで放射能を減衰させた後，減容固化設備で乾燥・造粒

固化後，容器に詰めて減容固化体貯蔵室に貯蔵するか又は貯蔵した後，セ

メント混練固化装置でドラム缶内に固化材（セメント）と混練して固化し

貯蔵保管する。可燃性雑固体廃棄物は，ドラム缶等に詰めて貯蔵保管する

か又は雑固体廃棄物焼却設備で焼却し，焼却灰は不燃性雑固体廃棄物とし

て処理する。また，不燃性雑固体廃棄物は，仕分けし，圧縮減容装置で圧

縮可能なものは圧縮減容し，ドラム缶等に詰めて貯蔵保管するか又は固型

化材（モルタル）を充填してドラム缶内に固型化し貯蔵保管する。その他

の不燃性雑固体廃棄物は，圧縮可能なものは減容装置で圧縮減容し，必要
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に応じて雑固体減容処理設備で溶融・焼却した後，ドラム缶等に詰めて貯

蔵保管するか又は固型化材（モルタル）を充填してドラム缶内に固型化し

貯蔵保管する。なお，使用済制御棒等の放射化された機器は，使用済燃料

プールに貯蔵した後，サイトバンカプールに貯蔵保管する。 

第６給水加熱器の取替えに伴い取り外した第６給水加熱器 3 基等は，給

水加熱器保管庫に貯蔵保管した後に仕分け及び切断し，不燃性雑固体廃棄

物として処理する。 

 

 




